








序     文 
 

ラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」と記す）は、1986 年に採択された新経済メカニズム

（New Economic Mechanism：NEM）のもと、市場経済移行のための経済改革が進行中であり、第４

次５カ年計画（1996～2000 年社会・経済開発計画）の中で、経済改革を推進する担い手の育成が重

要な課題と位置づけられています。また、2001 年３月の第７回ラオス人民革命党大会政治報告の中

で、2020 年までに貧困を撲滅し、開発途上国から脱却することを中心とした長期目標を発表し、第

５年次国家社会経済開発計画では、持続的な経済成長の確保や貧困層の半減と並んで、全分野にお

ける人材開発の促進、近代的産業開発の支援体制の確立等を目標としています。 

一方、我が国においては、市場経済移行国に対する人材育成支援の一環として「日本人材開発セ

ンター」の設立が 1998 年に構想されました。ラオス政府より同国内における同構想実現に向けた強

力な要請が示されたことを受け、当機構はラオス国立大学を協力相手方機関として、ラオス国立大

学経済経営学部支援及び日本人材開発センター設立への協力を、「ラオス国立大学経済経営学部支援

及びラオス日本人材開発センタープロジェクト」という一つのプロジェクト方式協力（当時）とし

て、2000 年９月に開始しました。 

2005 年１月に実施した終了時評価調査では、プロジェクトの協力実績及び成果についてラオス政

府と検証を行い、ラオス日本人材開発センタープロジェクトが高い成果を上げたことが確認されま

した。このため、ラオス政府は、「ラオス日本人材開発センタープロジェクト（フェーズ２）」の実

施を我が国に要請し、ラオス政府と日本側との協議の結果、５年間の計画でフェーズ２を実施する

ことが合意され、2005 年９月からフェーズ２として技術協力プロジェクトが開始しました。 

今般、プロジェクト終了まで残り約半年となったため、第１次（2009 年 11 月８日から 11 月 21

日）、第２次（2010 年１月 27 日から２月 11 日）にかけて、終了時評価調査団を現地に派遣し、ラ

オス側と合同で終了時評価を実施しました。第１次は、フェーズ１及び２の計 10 年間にわたる活動

実績の取りまとめ、第２次調査は５項目評価に基づく評価を行いました。 

本報告書は同調査・評価結果をまとめたものであり、今後のプロジェクトの展開、更には類似プ

ロジェクトに活用されることを願うものです。 

終わりに、この調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

 平成 22 年４月 

 

独立行政法人国際協力機構 

公共政策部長 中川 寛章 
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評価結果要約表 

１．案件の概要 

対象国：ラオス人民民主共和国 
案件名：ラオス日本人材開発センタープロジェクト（フ

ェーズ２） 

分野：その他 援助形態：技術協力 

所轄部署：公共政策部日本センター課 協力金額（評価時点）：7.7 億円 

先方関係機関：教育省、ラオス国立大学 協力期間： 

(R/D)：2005 年９月１日～ 

 2010 年８月 31 日 

(E/N) (無償) 2000 年１月 12 日 

日本側協力機関：独立行政法人国際交流基金 

１－１ 協力の背景と概要 

ラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」と記す）では 1986 年以降、市場経済移行のための経

済改革、及びそれに対応させた人材育成が重要課題として位置づけられている。高度人材育成の

一環として、1995 年にアジア開発銀行の支援でラオス国立大学（National University of Laos：
NUOL）が設立され、これに伴い経済経営学部（Faculty of Economics Business and Management：
FEBM）が新設、高等教育人材の育成が開始された。しかし 2001 年９月、同プロジェクトは終了

に至ったため、同国政府は日本政府に対して技術協力を要請した。 

一方我が国においては、市場経済移行国に対応する人材育成支援の一環として、「日本人材開

発センター」の設立が構想され、1998 年７月、ラオス政府と同構想を協議したところ、ラオス国

立大学経済経営学部支援及び日本人材開発センター設立への協力を一つの技術協力プロジェクト

として実施することが合意された。 

その後、2000 年７月に両国間で討議議事録（Record of Discussions：R/D）が締結され、2000 年

９月から５年間の技術協力プロジェクトが開始された。前述のとおり、当初、ラオス日本人材開

発センター（Lao-Japan Human Resource Cooperation Center：LJC）プロジェクトと NUOL-FEBM 支

援は一つのプロジェクトとして運営されていたが、それぞれの活動の活発化、規模の拡大によ

り、最終年度にあたる 2004 年から別々のプロジェクトとして実施されることになった。プロジェ

クトの終了にあたり、カウンターパート（C/P）機関である NUOL は、LJC プロジェクトによる

協力を高く評価し、支援継続の要請がなされた結果、2005 年９月より５年のプロジェクトとして

「ラオス日本人材開発センタープロジェクト（フェーズ２）」が実施されることとなった。 

 

１－２ 協力内容  

（１）上位目標  

１）LJC がビジネス分野においてラオスの市場経済化に資する人材開発のための中核的な役

割を果たす。  

２）LJC がラオス・日本両国の人々の間に相互理解を促進する拠点として活用される。 

 

（２）プロジェクト目標  

１）ラオスの市場経済化に対応する人材育成を推進するためのサービスが LJC によって提供
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される。  

２）相互理解を促進する活動に参加するための情報と機会が LJC によってラオス・日本両国

の国民に提供される。  

 

（３）成果  

１）LJC 事業実施体制が強化される。  

２）ラオスの民間人材を対象とした実践的ビジネスコース並びにビジネス分野サービス（工

場診断、起業家育成（インキュベーション機能）、ビジネスマッチング）が提供される。 

３）LJC がラオスにおける日本語教育の拠点となる（リソースのネットワーク化を推進）  

４）両国民間の相互交流システムが構築され、活動が活発化される。  

 

（４）投入（評価時点）  

１）日本側 

 総投入額：約 6.2 億円 

 長期専門家派遣４名（延べ 10 名） 

 短期専門家派遣 41 名 

 本邦研修 27 名 

 第三国研修５名（タイ）           

 機材供与 0.15 億円      

 在外事業強化費負担 1.08 億円  

２）ラオス側 

 C/P 配置 16 名        

 LJC 雇用スタッフ 26 名  

 土地・施設提供（LJC 敷地と駐車場） 

 運営費（光熱費、通信費、ラオス側スタッフ基本給） 

２．評価調査団の概要 

団長・総括  森  千也  JICA 公共政策部 次長 

評価分析  松下 智子 （株）アンジェロセック人間環境開発部 主任 

協力企画  野村 留美子  JICA 公共政策部日本センター課 調査役 

日本語コース評価  武田 友理  国際交流基金さくらネットワークチーム 

日本語コース評価  生田 まもる  国際交流基金日本語国際センター 

調査期間：2010 年１月 27 日～２月 11 日 

（日本語：2010 年１月 18 日～１月 20 日） 
調査種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）成果の達成状況の確認 

１）センター運営 

年間計画策定や合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）により、プロジェ
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クトの進捗管理がなされていた。2007 年６月、人材育成計画（Human Resource 
Development Plan）が作成され、2007 年に個々人の能力の現状把握と到達目標がマネジメ

ントレベルで設定され、同計画に基づき、職員の研修計画の策定と能力評価が行われる計

画であった。しかし、実際は特段同計画に沿って能力強化が図られておらず、ラオス側に

より作成された代替的な評価方法が取り入れられている。 

プロジェクトは、これまで 27 名を本邦研修に、日本語コースの５名の現地講師を国際交

流基金の日本語教師研修に派遣、参加させてきたほか、LJC スタッフに対して JICA 在外事

業強化費の支出で語学研修を実施している。それに加え、LJC の社会福祉基金（Social 
Welfare Fund）から、C/P１名に対する大学院修士課程の学費の一部が支払われている。財

務面では、事業収入が順調に拡大しており、財務的な自立発展性の観点では運営体制が

徐々に強化されていることが確認されている。しかしながら、今後インスティテュート化

するうえで不可欠となるセンター運営能力の一層の効率化が必要であり、また各部門間の

連携を強化するうえで総務部門を中心に調整機能向上が課題である。 

２）ビジネスコース運営 

これまで計 58 コースが提供され、2008 年より MBA コース、企業診断コースが導入され

るなど、フェーズ１に比較し、幅広いニーズに応えている。延べ受講者人数は約 1,400 人

である。受講生の満足度は高く、調査団が実施したアンケートによれば、MBA コース

88％、一般ビジネスコース 84％、企業診断コース 100％であった。実際に学んだ知識を業

務に活用していると答えた受講生は MBA、一般ビジネスコースの平均で 85％であり、実

践面に重点を置いた講義内容が高い評価につながっていることを確認することができた。

さらに受講の成果として、会社の業績、収入向上、従業員規模拡大につながった（あるい

は見込み）との回答は約 80％に及んだ。 

2008 年、一部のビジネスコースに定員割れが生じたが、MBA の導入で安定した事業収

入が確保されており、財務的な自立発展性も高い。 

ビジネスコースの講義時間の 84％はローカル講師の指導によるもので、日本的経営など

我が国の独自性を打ち出した講義を除き、技術的な自立発展性は高い。運営面では安定し

たコース運営体制が確立しつつあるが、インスティテュート化に向けた更なる能力向上が

期待される。 

３）日本語コース運営 

現在９レベルのコースが運営され、多様な受講生のニーズに応えており、受講生の満足

度は平均して高い。これまで約 1,996 人が受講しており、フェーズ１終了時点の 2,600 人

から若干減少が見られた。またこれまで延べ５名のローカル講師が国際交流基金の研修に

参加している。 

初級クラスについては、ローカル講師が特段問題なく指導できており、コース運営もロ

ーカル講師のみでほぼ可能な状況である。他方、中級コース以上はローカル講師の日本語

能力、教授能力の不足により、自立的な運営が難しい。国際交流基金の日本語教育専門家

を中心に、新任教師の養成を行っているが、現地講師が自立的に教員養成を行う技術は十

分とはいえないため、今後も日本語教師の勉強会などを通じた技術移転を進めていくこと

が必要である。 
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これまでの活動により、ラオス国内及び国外とのネットワーク作りは盛んに行われつつ

ある。また､日本語教師会の立ち上げに向けて、定期的ではないが日本語教育関係者の会議

が必要に応じ開催されている。現時点で LJC が日本語能力検定試験の実施機関となってい

ること、ラオス国内にあるほぼすべての日本語教育機関でも利用されているラオス語教材

は LJC で作成されたものであることから、LJC はすでにラオスにおける日本語教育の拠点

として機能していると判断される。 

 

（２）相互理解促進事業 

これまで約 600 件の事業が実施され、4,700 人以上が参加した。大規模イベントのほか、

毎週のように行われる小規模イベント等、様々な形態の日本文化、ラオス文化の催し物をコ

ンスタントに開催している。加えて、ラオスと日本の大学生の交流事業、奨学金オリエンテ

ーション・選考、留学フェア、現地日系企業就職フェアなど、外部機関との連携により、よ

り高度な相互交流事業が積極的に行われ、官民連携の好例となっている。運営面では、文化

イベント実施であれば、自立的な実施がほぼ可能な状況である。他方、日本の関連団体との

折衝交渉を現地人材で行うことには限界がある。 

広報事業は、ラジオ番組で 2007 年９月より週一度 LJC の活動報告や案内を行い、月に平

均二、三度新聞に掲載されるなど全国の市民に向けた情報発信を行っている。情報の伝達が

早いホームページの一層の充実が今後の課題であるほか、３カ月に一度省庁宛に送付するニ

ュースレターについても、読者からのフィードバックに対応するなど一層の改善が必要であ

る。図書館利用者は１日平均 100 人程度で、過去５年間で 138,000 人の利用を記録してい

る。アンケートによると、利用者の大半は学生で、ほぼ毎日利用する学生が多く、満足度の

高さがうかがえる。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

本プロジェクト目標及び上位目標は、ラオスの国家社会経済開発計画に示されている目標

のうち、「持続的な経済成長の確保」「全分野における人材開発の促進」との整合性があり、

日本の援助政策とも合致する。また LJC が実施している活動に対する高いニーズが見受けら

れ、ターゲットの規模も適切であると判断される。 

ビジネスコースでは、MBA、一般ビジネスコースともに、「日本的経営を学びビジネスを

活性化させること」を受講動機とする回答が 20％を占め、実際に業務に活用し、成果を上げ

つつあるとの回答も聞かれている。以上のことから、本プロジェクトの妥当性は高いといえ

る。 

 

（２）有効性 

フェーズ２では、よりターゲットグループのニーズに合わせて活動することにより、それ

ぞれの部門の活動内容も多様化した。ビジネスコースを中心にセンター事業の集客率、収益

率も向上し、事業予算のラオス側負担はフェーズ２終了時点の目標としていた 50％を超え、

63％に達した。さらにラオス側の C/P 配置も 16 名と充実していることから、「ラオスの市場
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経済化に対応する人材育成を推進するためのサービスが LJC によって提供される」は、ほぼ

達成が見込まれる。 

「相互理解を促進する活動に参加するための情報と機会が LJC によってラオス・日本両国

の国民に提供される」については、これまでの活動の実績からほぼ達成しているものと思わ

れる。 

しかしながら、両方のプロジェクト目標に関連するものとして、センター全般に戦略的に

企画運営が行える能力スタッフはおらず、引き続き人材育成が課題である。 

 

（３）効率性 

ラオス・日本両国からの投入は計画通り行われており、期待される成果もほぼ確実に生み

出されている。プロジェクトの実施プロセスについても、おおむね問題なく、効率性は確保

されていると判断できる。 

 

（４）インパクト 

ビジネスコース、日本語コースを中心に、すでにラオス国内における人材育成の拠点とな

っていることから、一部の上位目標は達成していると判断できる。しかしながら、拠点機関

機能を有するためには、より戦略的な企画や、効率的な運営が必要であることを念頭に、事

業を運営することで達成する見込みが高まるものと思われる。 

 

（５）自立発展性 

全般的に LJC の財務状況は良好で、C/P の配置も充実しており、自立発展性は確保されて

いると判断できる。特にビジネスコースは財務的観点、組織運営の観点からも高い自立発展

性を示している。相互理解事業は大学間交流、留学フェアを通じ収益性を上げてきている

が、戦略的な企画を行えるスタッフの育成が今後の課題である。またセンター運営全般に適

正な人員の配置、質の高いスタッフの確保が急務である。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

＜計画＞ 

（１）ラオス側の確固たるオーナーシップ 

LJC は NUOL-FEBM 支援プロジェクトと同一の技術協力プロジェクトとして開始された。

そのため、設立当初からラオス側のオーナーシップは強く、上述のとおりラオス側 C/P の充

実した配置、事業予算のコストシェアの割合拡大など、高いオーナーシップが発揮されてい

る。 

 

＜実施プロセス＞ 

（２）外部関連機関との連携強化 

フェーズ２ではフェーズ１よりも一層の活動領域拡大が見られたが、そのうち NUOL-
FEBM や文学部日本語学科、日系企業や日本の財団など、外部関連機関との連携により実現

したものも多く、高い効果の発現、高い自立発展性につながっている。 
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（３）ビジネス分野事業の柔軟な見直し 
フェーズ２のビジネスコースでは、対象をサービス部門にも拡げたり、より実践面を重視

するコースの企画・実施を行った。また FEBM との合同 MBA を立ち上げ、多くの応募者を

集めた。こうした現地のニーズに沿ってビジネス分野事業を柔軟に見直したことが、効果の

発現につながった。 

 

３－４ 効果発現を阻害した要因 

（１）コミュニケーション力 

部門ごと、また部門間の定期会合が開催され、コミュニケーションの機会は適切に与えら

れているが、英語によるコミュニケーション力の不足がみられている。 

 

（２）ローカル講師の教授内容 

一部受講生からローカル講師は実務経験がなく、理論に偏っているとの指摘もあり、教授

法、講義内容の改善が求められる。 

 

（３）部門間の連携 

より高い効果発現のため、部門間の連携を促進していくことが求められる。 

 

３－５ 提 言 

プロジェクトに対して、①「インスティテュート」化に向けたセンター運営体制の更なる強

化、②2015 年の ASEAN 統合に向けたビジネスコース内容の見直し、③基金専門家の派遣終了を

踏まえた日本語コースカリキュラムの見直しとスタッフの能力強化、④付加価値の高い相互理解

事業の実施とスタッフの能力強化を提言する。 

 

３－６ 教 訓 

ラオス日本人材開発センタープロジェクトは、NUOL-FEBM 支援と同一のプロジェクトとして

開始された経緯があることから、大学側の強いオーナーシップのもと、十分な人数の公務員の配

置やラオス人講師による講義が可能とされてきた。さらに、フェーズ２では FEBM との合同

MBA プログラムの成功とそれに伴う収入の向上により、センター収支の大幅な改善を実現してい

る。このように、他の日本センターにおいても、LJC 同様先方のオーナーシップ確保と現地のニ

ーズに基づいた柔軟性のある事業実施が重要である。 

 

３－７ 結 論 

フェーズ１と比較して事業が拡大し、全部門において成果が達成されつつある。プロジェクト

目標は達成されたといえる。LJC プロジェクトの大きな強みは、ラオス側の高いオーナーシップ

が確保されていること、日本側が日本的な特徴を前面に活かした事業運営（日本的経営、日本

語、日本文化）が部門間で相乗効果をもたらし、親日家の醸成に大きく貢献してきたということ

がいえる。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」と記す）では、1986 年以降、市場経済移行を推進する

ための経済改革が行われ、そのための人材育成が重要な課題とされている。1995 年には人材育成

の一環として、アジア開発銀行（Asian Development Bank：ADB）の支援によりラオス国立大学

（National University of Laos：NUOL）の設立、経済経営学部（Faculty of Economics Business and 
Management：FEBM）の新設による高等教育人材の育成が開始された。その後 ADB のプロジェク

トは 2001 年に終了され、日本政府に対する技術協力の要請があった。 

一方我が国では、市場経済移行国の人材育成支援の一環として、「日本人材開発センター」設立

が構想され、1998 年７月にラオス政府と「ラオス日本人材開発センター」設立構想につき協議し

たところ、NUOL-FEBM 支援及びラオス日本人材開発センター設立への協力を一つの技術協力プ

ロジェクトとして実施することが合意された。 

2007 年７月に両国間で締結された討議議事録（Record of Discussions：R/D）に基づき、2000 年

９月、５年間の技術協力プロジェクトが開始された。当初はラオス日本人材開発センター（Lao-
Japan Human Resource Cooperation Center：LJC）プロジェクトと NUOL-FEBM 支援は一つのプロジ

ェクトとして運営されていたが、それぞれの活動が活発化し、規模も拡大したことから、最終年度

の 2004 年度に別々のプロジェクトとして運営が行われるようになった。 

プロジェクト終了にあたり、カウンターパート（Counterpart：C/P）機関である NUOL は、LJC
プロジェクトによる協力を高く評価し、JICA による支援継続の要請を行ったところ、2005 年９月

から、５年間のプロジェクトとして「ラオス日本人材開発センター（フェーズ２）」が実施される

ことが合意され、現在４名の日本人長期専門家（チーフアドバイザー、業務調整、日本語教育、相

互理解促進）が派遣されている。ビジネスコースについては、事業計画策定・運営専門家がコース

の企画・立案及び実施を総括し、各講義を担当する短期専門家が派遣されている。 

プロジェクト終了まで約半年となったため、今般終了時評価調査団を現地派遣し、ラオス側と合

同で評価を行った。評価は１次と２次とに分け、１次調査については LJC プロジェクトフェーズ

１も含めた 10 年間の成果の確認を行った。同調査結果は本報告書付属資料３に添付する。２次調

査は評価５項目に基づく評価であり、その結果について以下本文にて記述する。 

 

１－２ 調査団の構成 

（１）調査団員の構成（第２次調査） 

担当 氏名 所属 

団長／総括 森  千也 独立行政法人国際協力機構公共政策部ガバナンスグループ 次長

日本語コース 

評価 

武田 友理 国際交流基金 さくらネットワークチーム 

日本語コース 

評価 

生田 まもる 国際交流基金 日本語国際センター 

評価分析 松下 智子 株式会社アンジェロセック人間環境開発部 主任 

評価企画 野村 留美子 独立行政法人国際協力機構公共政策部日本センター課 調査役 
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１－３ 調査期間 

調査期間は、2010 年１月 27 日から２月 11 日までの 16 日間。 

役務コンサルタント（松下） 森団長、野村団員

1月27日 水 10:45
21:05

成田発
ビエンチャン着

1月28日 木

1月29日 金

1月30日 土

1月31日 日

2月1日 月

2月2日 火

2月3日 水

2月4日 木 10:45
21:05

成田発
ビエンチャン着

9:00

LJCに移動

14:00

14:30

16:00

2月6日 土

2月7日 日

9:00

10:00

ＰＭ

ＡＭ

13:30

16:00

14:00

17:00

2月11日 木 07:30

2月10日 水

JICA事務所（高島所長、武井次長、吉村所員）との打合せ＠事務所

プロジェクト専門家（4名）との打合せ

CP（所長、副所長）との面談＠LJC

ラオス国立大学長 Assoc. Prof. Dr. Soukkongseng SAIGNALEUTH

ラオス国立大学副学長 Assoc. Prof. Dr. Saykhong SAYNASINE

日本商工会議所

MM案作成

MM案作成

教育省副大臣

ミニッツ修正

ビエンチャン発

ミニッツ協議（C/P所長、副所長、部門長）

ミニッツ修正

日本大使館表敬

MM署名（ラオス国立大学）

事務所報告

成田着

2月5日 金

インタビュー調査
①日本人長期専門家4名
②日本人短期専門家吉川専門家
③センターラオス側所長、副所長2名
④センター現地スタッフ部門長
⑤センター現地スタッフユニット長以上
（部門ごとのグループインタビュー）

2月8日 月

2月9日 火

ラオス国立大学日本語学科 国際交流基金専門家 森西氏、ジュニア専門家 伊
藤氏 at 日本語学科
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１－４ 主要面談者 

（１）ラオス側 

  １）ラオス教育省 

   LyTou BOUAPAO 副大臣 

  ２）ラオス国立大学 

   Prof.Dr.Soukongseng SAIGNALEUTH 学 長 

   Prof.Dr.Saykhong SAYNASINE 副学長 

  ３）ラオス日本人材開発センター（LJC） 

   Assoc.Prof.Dr.Manisoth KEODARA 所 長 

 

（２）日本側 

  １）在ラオス日本大使館 

   宮下 正明 特命全権大使 

  ２）日本大使館 

   田中 智大 二等書記官 

  ３）ラオス日本商工会議所 

   山田 健一郎 事務局長 

  ４）Lao-Japan Airport Terminal Services (L-JATS) 
   竹村 良孝 Deputy General Director 
  ５）アジア・太平洋三井物産株式会社ビエンチャン事務所 

   高沖 秀年 所 長 

  ６）JICA ラオス事務所 

   高島 宏明 所 長 

   武井 耕一 次 長 

   吉村 由紀 所 員 

  ７）LJC 
   佐藤 幹治 所長／チーフアドバイザー 

   岩舘 裕 業務調整員 

   三好 陽 相互理解専門家 

   野村 ゆみ子 日本語コース専門家（国際交流基金専門家） 

  ８）ラオス国立大学日本語学科 

   森西 志保子 国際交流基金専門家 

   伊藤 令 国際交流基金ジュニア専門家 
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第２章 終了時評価の方法 
 

２－１ 評価方法 

本件調査では、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）手法に

基づき、プロジェクトの当初計画、協力開始時から評価調査時点までの双方の投入・活動実績、プ

ロジェクト実施の効果、運営管理体制等を踏まえたうえで、評価５項目（有効性、妥当性、効率性、

インパクト、自立発展性）の観点から多面的に評価を実施した。 

あわせて、協力期間終了後における対応方針についても検討し、ラオス政府関係当局に提言し、

協議議事録（Minutes of Meetings：M/M）に取りまとめた。 

なお、別途、日本語については各事業別評価も行い、報告書に掲載した。 

 

２－２ 主な調査項目とデータ収集方法 

（１）資料レビュー、評価グリッドの作成 

事前にプロジェクト及び JICA、国際交流基金から入手した参考資料等から情報を得て、現

地での調査項目及び情報収集方法を検討し、評価デザインとして評価グリッド（和文・英文）

を作成した。 

 

（２）アンケートの作成・回収 

現地調査に先立ち、現地 C/P（LJC 副所長）の協力を得て、ビジネスコース受講生、訪日研

修（ビジネス関連）参加者を対象にアンケートを作成・配布し、回答を回収・分析した。また、

本アンケートを補う形で、一部のビジネスコース受講生、訪日研修参加者に対してインタビュ

ーを行った。 

 

（３）プロジェクト関係者へのインタビュー 

本プロジェクトの達成度や成果を捉えるうえで、プロジェクト関係者に対して、グループイ

ンタビューあるいは個別インタビューを実施した。対象は、日本人長期専門家、ラオス側 C/P
（所長、副所長）、LJC 各部門長（個別インタビュー）、各ユニット長（グループインタビュ

ー）。また、ビジネスコース受講生、企業診断受講企業、日本語コース、相互理解事業の参加

者に対するグループインタビューのほか、本プロジェクトの C/P 機関である NUOL はじめ、

ラオスの援助窓口機関である教育省にも同様にインタビューを実施した。 

 

（４）プロジェクト関係者との協議 

教育省、専門家との協議のほか、ビジネスコースでは日本商工会議所、日本語コースでは

NUOL 文学部日本語学科を訪問し、本プロジェクトに関する意見を聴取した。 

 

（５）合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）への報告 

上記の調査・評価結果を評価５項目に沿って評価調査報告書（英文）に取りまとめ、JCC の

場で検討し、2010 年２月 10 日に M/M として署名を行った。M/M については付属資料２参照。 
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２－３ 評価５項目 

 評価の視点、内容は以下のとおり。 

(1) 妥当性 

(Relevance) 
プロジェクトの目指している効果が、受益者のニーズに合致している

か、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側の政策との整合

性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金であ

る ODA で実施する必要があるかなどといった「援助プロジェクトの正

当性・必要性」を問う視点 

(2) 有効性

(Effectiveness) 
プロジェクトの「成果」が、どの程度達成されているか、及びそれが

「プロジェクト目標」の達成にどの程度結びついているかを分析・評価

する視点 

(3) 効率性 

(Efficiency) 
主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用さ

れているかを問う視点。「投入」の手段、方法、期間、費用の適切度を

分析・評価する視点 

(4) インパクト 

(Impact) 
プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波

及効果をみる視点。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

(5) 自立発展性

(Sustainability) 
プロジェクトによりもたらされた成果が協力終了後も持続・拡大され得

るかどうかを把握し、実施・関係機関の自立度を政策・組織面はじめ、

財務面、技術面、その他の観点から分析・評価する視点 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績（付属資料２．Minutes of Meeting ANNEX3.1～3.4 を参照） 

 本プロジェクトに関する投入実績は M/M の ANNEX に明記しているとおり。 

 

（１）日本側投入 

長期専門家派遣 (10 名)、短期専門家及びコンサルタント派遣（48 名）、延べ合計 58 名を約

５年の間に投入している。また、機材供与については承認額累計約 1,450 万円（内訳は、コン

ピューター機材や携行機材、日本語・相互理解事業に関連した書籍、CD）の投入を行った。

現地業務費（2009 年９月までの累計）は累計 1,534,000 ドルにのぼり、本邦への研修員受入

数は 27 名（C/P、ビジネスコース現地講師及びビジネスコース成績優秀者）に上っている。 

 

（２）ラオス側投入 

LJC 用地、並びに付帯工事の提供に加え、LJC に勤務する全スタッフの 38％に当たる以下

の 16 名の要員（LJC 所長、副所長、部門長、及び一部のユニット長）及びセンター運営に係

る光熱水費をラオス側が全額負担している。なお、人員配置及び経費負担に係る詳細は付属資

料２．ANNEX２及び ANNEX3-4 のとおり。 

NUOL による支出 Emolument、水道・電気・高熱費（ドル） 

LJC による支出 現地講師謝金、通信費、印刷代、機材維持費、その他 

 

３－２ 投入の成果・事業実績 

本プロジェクトの成果は PDM に記載のとおり４つある。プロジェクト開始時点で PDM には成

果の到達目標である成果指標が明確に設定されなかったが、プロジェクト期間中 PDM の見直しは

されなかった。本終了時評価時点で、PDM の記載内容あるいは指標の設定につき、加筆修正が望

ましい箇所が見受けられたものの、あくまでも評価手法に従い、さらに評価の視点の一貫性を担保

するため中間評価と同様の指標を使用するよう可能な限り努めた。さらに、終了時評価時点で明ら

かになった成果も確認しつつ、同成果を判断する指標についても、本評価で改めて設定することと

した。 

 

（１）成果１ 

「LJC 事業実施体制が強化される」 

LJC 運営に必要な人員が適切に配置され、またプロジェクトの運営を円滑に進めるうえでス

タッフの能力も徐々に向上が図られてきている。 

成果 1 の指標は PDM に挙げられている、１）人材育成計画に従った研修回数、２）スタッ

フの能力評価に従い見てみると、次のとおりである。 

１）人材育成計画に従った研修回数、スタッフの能力 

「３－１」で述べたとおり、ラオス教育省から、公務員資格を有する C/P 16 名（LJC 所

長、副所長２名、各部門長、一部のユニット長）、及び 26 名のスタッフ（LJC が独自に雇用

しているスタッフ）が配置され、プロジェクト運営にあたっている。LJC 所長、副所長、各

部門長は管理職としてある程度の意思決定権も与えられている。 



－7－ 

プロジェクトのフェーズ１が開始された当初、本プロジェクトが FEBM との協働で実施

されてきた背景もあり、フェーズ１開始当初、２名のみの C/P 体制で開始された本プロジェ

クトであったが、10 年をかけてラオス側の配慮により C/P の配置体制が着実に整ってきて

いる。現在は大学に配置できる上限を超えた人数の C/P を配置しており、職員全体の現地化

率は 91％となっている。 

これら LJC スタッフ（注：公務員資格を有する C/P と LJC 雇用のスタッフの総称）を対

象に、プロジェクト側により 2007 年に人材育成開発計画（Human Resource Development 
Plan）が策定された。同計画は、各職員の①学術分野及び言語能力（英語・日本語）に係る

中長期的達成目標を明確化し、能力開発を促進させること、②これら目標の達成度をモニタ

リングすることを目的とするもので、当初人材育成開発計画はマネジメントレベルと職員が

能力強化の目標を共有し、個々人が能力強化に励むことを意図して作成された。 

人材育成については、過去５年間で、日本人専門家によるオン・ザ・ジョブトレーニング

（OJT）以外に、C/P 研修（27 名）、国際交流基金日本語教師研修（５名）、現地業務費から

の支出による英語研修（LJC 全スタッフ対象）、５S 研修（LJC 全スタッフ対象）などの豊

富な研修機会が提供されてきた。こうした研修の成果として、徐々に LJC スタッフの能力

も向上しつつあるものの、いまだ運営能力、語学能力は十分とはいえない。特に運営能力に

関しては、通常のルーティン的な業務を遂行する能力は身についているといえるものの、戦

略的な計画策定の能力が身についているとは言い難い状況である。また調査団がインタビュ

ーで判断する限りでは、高い日本語・英語力を有するスタッフは一部に限られ、全般的に英

語及び日本語による語学力、迅速な事務処理能力が身についている人員は依然不足している

ことが確認された。 

２）スタッフの能力評価 

上記のとおり、プロジェクトは積極的な人材育成を行ってきている。ただし、プロジェク

ト関係者、特に一部 LJC スタッフ（ユニット長レベルの公務員）に対するインタビューに

よれば、各職員は上記「人材育成開発計画（Human Resource Development Plan）」に従って

自己の到達目標を特段意識している様子は見受けられず、現地 C/P の幹部と職員との間で共

有が十分に図られている様子も確認できなかった。そのため、同計画と研修実績との関連性

は必ずしも高くない様子がうかがえ、人材育成及び能力評価においては同計画が重視されて

いるとの十分な事実は確認できなかった。 

かわって、2008 年にラオス側により代替的な評価システムが導入され、過去２年間に２

回にわたり、同評価システムに従った人事・能力評価が行われていることが確認できた。な

お、ラオス側が作成した人事評価シートには、上記「人材育成計画」とは異なる独自の評価

対象項目が設定されており、これにのっとった人事考課が行われている（各項目の厳密な和

訳ではないが、ラオス側作成の評価は、上位管理職・一般管理職などに一律に「粘り強さ」

「勤勉さ」「連帯感」「計画性」「自己啓発の成果」などの項目に従い、評価が行われていた。

業績考課に該当する項目と、各個人の勤務姿勢など、いわゆる情意効果に該当する項目が含

まれている）。なお、かかる評価システムは導入されて間もないため、能力向上の具体的な

推移を確認するのは時期尚早である。 

その他、職員の慶弔金等の支払い等を見越して、LJC の自己収入の一部を積み立てた

Social Welfare Fund（社会福祉基金）から、C/P１名に対する大学院修士課程の学費の補助が
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行われている。 

 

（２）成果２ 

「ラオスの民間人材を対象とした実践的なビジネスコースが継続的に実施される」 

ビジネスコースにおいて、当初期待された成果をおおむね成功裏に産出してきた。以下、コ

ース・活動のタイプ、コースと協力機関の数、コースのテーマ、顧客満足度の４つの指標から、

ビジネスコースの達成度を見る。 

 

LJC のビジネスコースは、市場経済で必要とされる実践的知識とスキルを提供する 20 以上

のテーマを継続的に提供してきており（レギュラーコース８コース、ショートコース 47 コー

ス）、1,600 人以上の参加者を集めている。 

フェーズ２では、より一層実践的な講義へのニーズを反映し、カリキュラムの改訂が行われ、

特に各企業の経営課題や、起業を目指す若手経営者が抱える課題など、多様化した受講生のニ

ーズを考慮した起業論の講義や、各企業に対する個別の経営診断・現場指導が導入されている。

近年受講生の大部分を占める中小企業関係者の実学志向の高まりを反映したもので、2007 年

より 54 社に対する企業診断／経営指導（３科目）も行われている。さらに、2008 年にはラオ

ス側のイニシアティブのもと、FEBM との合同による MBA プログラムが導入され、経営に関

する高度な専門知識、ビジネス分野のリーダーとしての実践力を身につけることを望む比較的

若年層の社会人からの高い関心を集めている。 

一般コースでは、マーケティング、人材管理、品質管理、戦略経営などが人気講座となって

いるが、これら講座では日本的経営を取り入れた実務的な内容を多分に取り込んだ講義が日本

人短期専門家により行われている。 

なお、受講者によるコースと講師の評価、及びニーズ調査により、カリキュラム及びコース

内容は適宜モニタリングのうえ改善されており、2007 年にラオス側現地講師によるショート

コースへの定員割れが生じた時期もあるが、C/P と日本側プロジェクトチームの共同によるカ

リキュラム見直しが行われ、MBA や企業診断など新しいプログラムが導入された結果、現状

では受講希望者の低迷は大きな問題として見られていない。 

１）受講生の満足度 

調査団が実施したアンケートによれば、ビジネスコースは概して受講生から高く評価され

ており、満足度は平均して 85％前後と大変高く、「満足している」と回答した受講生は、

MBA コースで 88％、レギュラービジネスコースで 84％に達した。なお、経営診断につい

ては全受講企業が「大変満足している」と回答した。実際に業務に活用しているとの回答も

平均して 84％と高く、受講の成果として「会社の業績」「収入向上」「従業員規模拡大」に

つながった（あるいは見込み）との回答は 80％に及んだ。実践面に重きを置いて、ビジネ

スのニーズに対応させた講義内容が高い評価につながっていることを確認することができた。 

２）現地講師の割合と質 

ビジネスコースの開講時間の 84％を FEBM 及び LJC のラオス人講師が担当しており、コ

ース担当教員の 85.4％に該当する。これはビジネスコースの高い技術的自立発展性を担保

するものであるが、他方で複数の受講生とのインタビューにおいて、概して FEBM 教員は

実務経験に乏しく、講義は理論に偏重する傾向があるため、実学志向の受講生のニーズに十
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分対応していないとの指摘が聞かれた。 

 

（３）成果３ 

「LJC がラオスにおける日本語教育の拠点となる」 

成果３の指標は、①コース実施回数、②受講者数、受講者による満足度、③日本語教師に対

する研修、能力の向上として、現時点での成果は当指標に従い見てみると、次のとおりである。 

１）コース実施回数 

現在９レベルのコースが開講され、受講生の習熟度レベルに対応されたコース展開となっ

ている。ビエンチャン市内には NUOL 文学部日本語講座、数校の日本語学校が活動してい

るが、LJC の日本語コースは講座内容・講師の質に関し、高い評価を集めている。LJC の敷

地に近接する NUOL 文学部では日本語専攻の学生を対象に、初級から上級までの日本語講

座や日本語教授法クラス、日本史、日本経済等の様々な関連科目を教授しており、他方 LJC
ではより実生活に役立つよう会話重視の内容で、主に初級・初中級レベルのコースを提供し

ている。 

２）コース受講者数、受講者数の満足度 

2009 年９月までに 2,500 人の受講生を受け入れてきた。フェーズ１の受講者数 2,600 人

から若干減少が見られた。上述の通り、国立大学における正規の日本語講座開設、民間日本

語学校の開講等もあるが、一般社会人に対する日本語教育自体の需要も頭打ちであるとの指

摘もある。 

３）ラオス人現地日本語講師に対する研修機会、教授能力 

LJC のラオス人日本語講師５名が国際交流基金の日本語教師研修に参加したほか、タイの

ウドンタニで行われる日本語教師研修会、カンボジアの日本センターとの交換事業など近隣

諸国の関係機関とのネットワークを通じ、日本語教師の研修機会が提供されている（中間評

価報告に記載のある日本語教育研究会の活動実績は確認できなかった）。また、ラオス国内

の日本語教育関係者とのネットワークを活用しつつ、不定期に勉強会が開催されている。 

ラオス人現地講師の教授能力については、インタビュー等で得られた情報では初級レベル

であれば、自立的に教授するうえで特段支障はない。しかしながら、ラオス人現地講師は、

依然日本語能力・教授法に係る知識は十分でないため、日本人講師の支援なくして中級以上

のクラスを教授することは難しいことが確認されている。 

なお、現在 LJC は日本語能力検定試験の実施機関であるが、本フェーズ完了と同時に国

際交流基金日本語教育専門家の派遣期間が終了するのに合わせて、本検定試験の実施は

NUOL 文学部日本語講座に委譲されることが計画されている。 

 

（４）成果４ 

「両国民間の相互交流システムが構築され、活動が活発化される」 

成果４の指標は PDM では、行事の開催数と参加者人数であったが、現時点での情報提供・

交流事業の実績・成果は次表のとおりである。特に日本の伝統文化色が強かったフェーズ１と

比べて、フェーズ２では事業の委託収入拡大を目指して、LJC 単独で開催する事業だけではな

く、外部機関との連携事業を積極的に拡大させた。日系関連企業への就職、日本留学への関心

の高まりを受け、過去数年で就職フェア、留学フェアを日本関連機関と連携で行った。これら
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の事業は他機関では実施できないような内容となっており、LJC の独自性を十分に活用した、

高付加価値のある事業を実施したことが確認できた。 

 

相互理解促進に係る事業の参加者数は以下のとおりであるが、それ以外にもメディアルーム

（図書室）利用 108,277 人、セルフスタディルーム利用 57,212 人、メディアルーム会員数

5,500 人（2009 年９月現在）となっており、幅広い市民により、LJC に供与された書籍・出版

物や視聴覚教材を有効利用されていることが確認された。特にタイ語による経済、社会、文化

といった日本関連の多方面での資料が充実していることで、LJC 来館者数も増加しており、相

互理解事業は両国の交流促進に貢献しつつあるということができる。 

 

事業開催数 

 2006 2007 2008 2009 

合計 153 154 181 118 

 

参加者数 

 2006 2007 2008 2009 

合計 7,163 11,737 10,847 4,315 

 

３－３ プロジェクト目標達成度 

＜プロジェクト目標＞ 

（１）「ラオスの市場経済化に対応する人材育成を推進するためのサービスが LJC によって提供さ

れる」 

（２）「相互理解を促進する活動に参加するための情報と機会が LJC によってラオス・日本両国の

国民に提供される」 

 

以下のとおり、１）センター収入及び NUOL 予算による現地活動費カバー率、２）活動を

通じた親日感の醸成、３）LJC 利用者数の３つの指標から、プロジェクト目標の達成度を見る。 

１）センター収入及び NUOL 予算による現地活動費カバー率 

フェーズ２では、ラオス側のオーナーシップのもと、自己収入の多角化を目的として、

様々な収益事業が積極的に導入された。特に 2008 年には高まるビジネス人材育成のニーズ

に対するラオス側の要請により、FEBM との共同による正規の MBA コースが導入された。

MBA コース（1.5 年間のコース）の受講料は 2,500 ドル／１名と、現地物価に比して高額

であるものの、受講希望者は定員を上回り、初年度から同コースだけでも受講料総収入は

55,273 ドルに達している。 
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そのほかラオス日本留学フェア、日本の大学生のスタディツアー受入れ、日系企業職員の

日本語研修、青年海外協力隊（Japan Overseas Cooperation Volunteer：JOCV）の現地語学研修

など、利用者の多様なニーズに応えたサービスが、両者の協働のもとで提供されている。こ

れら収益事業は、収入の拡大・安定化に大きく貢献し、2008 年度は、フェーズ２開始時点

の 2.9 倍に当たる約 17 万 3,000 ドル強の自己収入を得ている。 

こうした活動の成果として、自立してサービスの提供、センター運営ができるかどうかが

鍵になる、ラオス側の自己予算による現地活動費のカバー率は拡大傾向にある。フェーズ２

開始当初、プロジェクト終了までに LJC 運営に係る日本・ラオス側の負担は 50％ずつとす

る目標が掲げられていたが、2009 年９月末時点ラオス側負担は約 63.8％に拡大し、JICA 側

負担を 36.2％に縮小することに成功している。 

 

 2005/2006 2006/2007 2007/2008 2008/2009 Sep.2009 
センター支出に占める LJC 収入の

割合 
22.4％ 18.3％ 31.8％ 39.8％ 64.7％ 

 

 2005/2006 2006/2007 2007/2008 2008/2009 Sep.2009 
LJC 運営費に占めるラオス側コス

トシェア率（NUOL 予算＋LJC の

支出割合） 

40.4％ 42.0％ 50.9％ 50.6％ 63.8％ 

 

２）サービスの提供、それを通じた親日感の醸成 

活動の成果としての親日感に係るデータの収集を行うことは現実的ではないため実施され

ていないが、C/P や受講生に対するインタビューでは、LJC は社会人を対象とするビジネス

スクールとして、そして日本語コース、文化紹介を実施する機関として、疑いなくラオス国

内における最も知名度の高い機関である。 

ビジネス人材の育成については、プロジェクトフェーズ１の開始以降、LJC はビジネス人

材育成機関のパイオニア的存在として、市場経済化に対応する人材育成において重要な役割

を果たしてきた。当時、LJC ビジネスコースは「ラオス初のビジネス講座」として開設され、

市場経済化への道を歩み始めたばかりの同国経済を率いる政府職員や、ビジネス活動を担う

国営・民間企業社員に対し、資本主義経済・経営理論の基礎知識を得る手段として唯一無二

収益事業多角化による自己収入の推移（2005～2008）
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の機会を提供してきた。本プロジェクト（フェーズ２）では、より一層実践的な講義を期待

する声が高まり、各企業の経営課題や、起業を目指す若手経営者が抱える課題など、多様化

した受講生のニーズを考慮した起業論の講義や、各企業に対する個別の経営診断・現場指導

が導入された。これらは日本的経営を重視した内容で、画期的な取り組みとして、受講者か

ら関心を集めるとともに、実践面での高い有用性に対する評価は極めて高く、日本的経営を

取り入れた企業の活性化を通じた親日感の醸成に貢献しているといえる。 

日本語教育では、2001 年に同国で先陣を切って日本語コースが開講され、現在でも国内

で最も高い授業レベルを誇る機関の一つである。日本語コースの受講者数は、フェーズ１当

時と比較して若干減少傾向にあるが、受講生からの満足度は大変高いものとなっている。 

さらに、相互理解事業も過去４年間に計 600 件以上行われ、内容も文化紹介、学生間交流、

JOCV 研修など多岐に渡る事業が行われている。いずれも来場者から好評を博しており、参

加者は年々増加傾向にある。また、付属の図書館には蔵書や DVD など日本を紹介する資料

が充実しているため、利用者数も年々増加傾向にある。その他、LJC は独自のラジオ番組を

有し、週に一度、LJC の活動や新任の JOCV 隊員の紹介など全国向けに放送しており、放送

局に問い合わせが月平均で 50 件程度寄せられるなど、ラオスにおける日本への理解促進に

果たしている役割は大きい。 

さらに、本田財団からの委託による YES 奨励賞（科学技術の発展を担う若手リーダー育

成事業）の奨学金オリエンテーション、現地日系企業からの依頼を受けた就職フェアや、企

業現地職員の日本語コースの開催、日系企業による日本語コース優秀者へのスカラーシップ

提供など、官民連携の好例ともいえる活動が多数展開されている。 

以上のことから、LJC による活動は親日感を醸成してきたということができる。 

３）LJC 利用者数 

過去５年間における LJC 利用者数の総数は、ビジネスコース約 1,635 人、日本語コース

1,996 人、相互理解事業参加者約 34,000 人、図書館及びセルフスタディルーム 210,728 人

となっている。こうした利用者数は、ラオス国内において、どれほど LJC が親しまれてお

り、LJC を通じた人材育成、サービスが高く評価されているかを反映した指標として捉えら

れる。フェーズ１と比べて、ビジネスコース及び日本語コースに減少が見られたものの、ニ

ーズの変化に応じ提供するサービス内容を再検討している結果、すべての活動分野で活動の

幅を広げており、これがコンスタントに受講生を集める秘訣となっていると考えられる。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 妥当性 

以下に示す理由から、妥当性は確保されているということができる。 

 

（１）ラオス政府の国家開発計画との整合性 

「国家社会経済開発計画(2001 年、2005 年)」における主要目標として、①治安と政治の安

定を図る、②持続的な経済成長を確保する、③2005 年までに貧困を半減させる、④食糧安全

保障を達成する、⑤新規雇用機会を創出し、焼畑耕作とケシ栽培を全廃する、⑥国民貯蓄率を

向上させる、⑦国営・民間企業改革を推進する、⑧全分野における人材開発を促進する、⑨近

代的産業開発の支援体制を確立するが掲げられている。 

プロジェクト目標である「ラオスの市場経済化に対応する人材育成を推進するためのサービ

スが LJC によって提供される」は、上記のうち、②と⑧との整合性が高い。 

さらに、近年のラオスの東南アジア諸国連合（Association of Southeast Asian Nations：
ASEAN）地域経済への統合との関連では、同国は 1997 年に ASEAN に加盟、その後自由貿易

圏（Asean Free Trade Area：AFTA）にも参加し、2015 年には ASEAN 統合が迫っている。これ

によりビジネス活動の一層の活発化が予測され、近隣諸国との競争力を有する高度なビジネス

人材の育成が急務の課題となっている。市場経済の実務知識とノウハウを、企業関係者、中小

企業経営者に習得させることを本プロジェクトで実施したことは、同国ビジネス人材育成のニ

ーズとも合致するものである。つまり、LJC の中核的事業であるビジネスコース事業は、ラオ

スのニーズや国家政策と整合するものといえる。 

 

（２）我が国の対ラオス国の援助政策との整合性 

我が国の対ラオス国別援助計画（平成 18 年９月）では、重点とする６分野として、①基礎

教育の充実、②保健サービス改善、③農村地域開発及び持続的森林資源の活用、④社会経済イ

ンフラ整備、⑤民間セクター強化に向けた制度構築及び人材育成、⑥行政能力の向上及び制度

構築市場経済化を挙げている。プロジェクト目標「ラオスの市場経済化に対応する人材育成を

推進するためのサービスが LJC によって提供される」、上位目標「LJC がビジネス分野におい

てラオスの市場経済化に資する人材開発のための中核的な役割を果たす」は⑤民間セクター強

化に直結するものであり、援助重点分野との関連性は高く、日本の援助政策に合致していると

いえる。 

2009 年 11 月の日本・メコン地域首脳会議おいて発表された「東京宣言」においても、我が

国はメコン地域を ODA の重点地域と位置づけるとともに、同地域の発展のためにはハード及

びソフト両面でのインフラ整備を進めつつ、官民の協力・連携の強化が重要であると謳ってい

る。日本センターでの事業を通して、産業人材の育成と両国間の相互理解の促進を図るという

本プロジェクトの２つの目標は、我が国とラオスを含むメコン地域諸国との外交政策の観点か

ら整合性があるといえる。 

 

（３）LJC が実施している活動とターゲットグループのニーズ 

本プロジェクトの初期段階でニーズ調査を行い、実態を把握したうえで、ビジネスコースを
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設計し実施していることから支援の方法やアプローチは適切であり、受益者のニーズに合致し

たものといえる。 

なお、ビジネスコースにおいては、2007 年に入り、ラオス人講師が教えるビジネスコース

の受講生の減少が見られたため、日本・ラオスの協議のもと、カリキュラム編成を見直し、受

講生のニーズや国内・対外経済の動向に応じ、変化する企業関係者のニーズに対応させた内容

へと改善された（2007 年の現場指導・企業診断導入、2008 年 MBA 導入など）。調査団が実施

したアンケートでは、MBA、一般ビジネスコース受講生の約 88％が個人のニーズに合致して

おり、満足いくものであったと回答している。日本語コースについては、過去数年、ビエンチ

ャン市内に、主に初級レベルの社会人を対象とする民間の日本語学校が数校活動しており、こ

れら民間の学校よりも LJC の受講料は低廉に設定されているため、民業圧迫が懸念されたこ

ともある。しかし民間の受講生は社会人が大半であり、LJC は学生の割合が拡大していること

から（2007 年 70％→2009 年 80％）、民間の学校とターゲットグループの重複は見られず特段

問題視はされていない。 

 

４－２ 有効性 

（１）プロジェクト目標の達成見込み 

本プロジェクトの目標は、「(1)ラオスの市場経済化に対応する人材育成を推進するためのサ

ービスが LJC によって提供される、(2)相互理解を促進する活動に参加するための情報と機会

が LJC によってラオス・日本両国の国民に提供される」である。 

前述のとおり、プロジェクト計画策定時に、精緻な数値目標が設定されていなかった。その

ため、厳密にプロジェクト目標や成果が達成されたかどうかを判断することは困難である。し

かしながら、すでに「３－２」で記したように、「ビジネスコース」「日本語コース」「相互理

解事業」の３つの事業の実施によって、LJC は人材育成の点で重要な役割を担っており、当初

計画及びニーズ調査の結果に基づいたターゲットグループに対して、適切なサービスを提供し

てきていることが確認できた。 

 

小規模経営者や企業幹部職員を対象としたビジネスコースについて、受講者の評価では一般

コースで 76％、MBA コースで 78％が「非常に役に立った」と回答しており、有効性が高い

といえる。さらにアンケート結果では、授業について一般コースで 63％、MBA コースで

88％が「満足している」としておおむね満足しているとの回答で、特に参加型による実践的な

教授法は従来ラオスでは行われていないものとして、高く評価され、講義内容について大きく

改善すべきとの指摘は聞かれなかった。また実際の業務に役立ったとの意見も多く、「就職の

機会を得た」「会社の業績が向上した」「収入が向上した」との実際的な利益が見られたとの回

答は、（見込みも含めると）一般コースで 79％、企業診断で 100％に達した。MBA コースで

46％であったが、アンケートの対象者は第一期生と第二期生であり、2010 年３月に第一期生

が卒業することからすれば、高い数字である。LJC ビジネスコースは、日本的経営を含めた経

営理論を教授するだけではなく、実際のビジネス活動に適用できるまで具体的なアドバイスを

含め、助言・指導を提供したことが高い評価を得ているといえる。 

フェーズ２で重点が置かれた中小企業を対象とし、2005 年 12 月から企業診断が導入された。

これは中小製造企業の多くは、職人の技能、個人の勘による判断に頼った経営を行いがちで、



－15－ 

データやノウハウの蓄積がなされていないなどの共通した課題に対応したものである。調査団

が行ったインタビューでも、会社として職人の技能向上には比較的積極的に取り組む一方で、

儲けには疎く、事業計画の立案や次年度の受注予測を検討したことがないばかりか、マーケテ

ィング戦略や顧客開拓、販売ルートの開拓などの知識は講義で初めて知ったと答える企業が多

かった。経営者の年齢が高いとなおさらその傾向は高く、過去の経験を検証し、理論に基づい

て利益の追求を重ねたり、モノ作りを改善するといった市場経済の原理に基づく企業経営から

は程遠い傾向が見られた。 

これに対し、生産管理、品質管理の日本人専門家による中小製造企業に対する経営診断・現

場指導では、知識をただ覚えさせ、反復させるのではなく、日本的な企業風土に基づいた社内

のコミュニケーション活性化により、従業員の意欲を引き出したり、中堅管理職の役割を担う

スタッフを指名し、他の従業員の指導を行わせ、知識・ノウハウのハンディを解消するような

指導の方法を行っている。 

開講してまだ日も浅く、現時点では顕著な変化は見られないが、受講者に対するアンケート

では、知識を実践に活用した結果、会社の業績などの変化や、個人昇進などの変化が見られた

との回答は 100％と高い評価を示している。これらは、ラオスにおいて、日本的経営に係る専

門家の経験・知識を活用した実践的なビジネスコースの提供が、本プロジェクトの有効性を確

保するうえで有効に働いているということができる。 

 

４－３ 効率性 

（１）日本側からの投入と成果 

C/P 及び日本人専門家とのインタビューによれば、日本側からの投入はこれまでおおむね予

定通り行われている。投入の規模、質、タイミングともに適切であるとされており、長期専門

家、短期専門家ともにおおむね予定通り派遣されている。C/P 研修について、参加者からの評

価は概して高く、実務に直接活用できる内容であり、業務効率化に寄与しているとの声が多く

聞かれた。特に LJC スタッフは、本邦研修を通じて、日本式の運営方法を習得したり、日本

を理解する良い機会ともなっており、全般的にセンター運営能力構築の面でも効率的かつ効果

的であったといえる。 

 

（２）ラオス側からの投入と成果 

ラオス側からの投入については、R/D に約束されたとおりに行われており、教育省から配置

される C/P の人数は 16 名と、教育省が大学に配置できる職員の人数を超えている。さらに、

LJC はラオス側のコストシェア拡大を目指し、様々な収益事業を積極的に展開し、2005 年度

のコストシェア率 23％から 2009 年９月の 63.8％に拡大している。 

上記から、両者による適切な投入が行われ、プロジェクトの円滑な進捗をもたらしたという

ことができる。 

 

（３）成果の達成見込み 

上述のとおり、PDM に記載された４つの成果はほぼ達成されている。しかしながら、「３－

２」のとおり、全職員に対して、英語研修、マーケティング研修、５S セミナーが実施されて

きたが、概してマネジメント能力、戦略的な計画策定能力は十分とはいえず、引き続きスタッ
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フの能力向上の取り組みが必要である。 

 

４－４ インパクト 

（１）上位目標の達成見込み 

１）LJC がビジネス分野においてラオスの市場経済化に資する人材開発のための中核的な役割

を果たす。  

２）LJC がラオス・日本両国の人々の間に相互理解を促進する拠点として活用される。 

 

過去 10 年にわたり、LJC は 3,300 人以上もの実業家を育成してきている。また日本語教育

や相互理解事業は受講生・参加者からの満足度も高く、これらの活動を通じ、両国間の相互理

解に貢献してきたことから、上位目標の達成に一定程度寄与してきたといえる。 

他方、上位目標に係る数値目標が設定されていないため、どの程度のインパクトがもたらさ

れたか定量的な視点から測定し、評価することが不可能である。しかしながら、上位目標達成

に向け、活動を継続的に行い、拡充していく能力があるかどうかといった視点で判断すると、

その鍵となるセンター運営全般に係る能力強化はいまだ不十分であることがいえる。 

 

４－５ 自立発展性 

（１）財務的な自立発展性 

LJC は、ラオス側のオーナーシップの下、FEBM との協同による MBA プログラムの導入を

はじめとする事業収入を拡大させるための努力を積極的に行ってきた。フェーズ２開始時点で

59.6％のセンター運営管理予算が JICA により負担されていたが、2009 年９月には 23％にま

で縮小することとなり、これは LJC の大きな成果ともいえ、概して日本センタープロジェク

トの主要課題ともいえる財務的な自立発展性について、LJC は一定程度クリアできているとい

える。 

 

（２）組織面での自立発展性 

これまで 16 名の C/P がプロジェクトに配置されてきており、うち所長１名、副所長２名と、

部門ごとに管理職が配置されており、ラオス側で意思決定を行える体制が整っている。また、

スタッフの離職率も高くないため、現在配置されている人員により、日常業務全般は定型業務

であれば、遂行するうえで特段の問題は見られない。これまで C/P 研修や現地業務費で行われ

ているスタッフ研修、OJT により技術移転が行われ、徐々に能力向上は見られつつある。 

しかしながら、全部門において共通する課題として戦略的な計画立案能力不足が指摘され、

また部門ごとでも運営能力に開きが見られる。ビジネス部門は比較的能力が高く、戦略的な企

画立案能力の向上が望まれるものの、自立した運営上に特段問題はない。相互理解・広報部門

スタッフは、日本の大学の学術機関との連携事業では、高度な日本語による折衝能力が必要と

され、日本人専門家の支援がなければ行えない状況である。 

 

（３）技術的自立発展性 

ある程度の技術的な自立発展性は確保されている。ビジネスコースでは 84％の講座を

FEBM 講師が担当するなど安定した講師の確保が可能となっている。これら講師は LJC で教
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授する経験を通じ、教授技術・経験ともに蓄積してきており、LJC の部門内で技術的な自立発

展性が最も高い。他方で、受講生からの評価を集める「実践的なノウハウ・知識」を提供でき

るかどうかについては、FEBM 講師は実務経験に乏しいことから現時点で難しい状況である。 

日本語コースは、基礎コースであればラオス人講師により独立して教授が可能なレベルとな

っている。しかし、日本人講師の支援なしでは、中級以上のクラスやカリキュラム・シラバス

策定や改訂等を行うことは難しく、ラオス人講師の一層の能力向上が必要といえる。相互理解

部門は、折り紙教室やフルーツカービング等、これまで定期的に開催されてきたイベントを実

施する能力は身についている。 

 

４－６ プロジェクトの貢献要因 

（１）ラオス側の確固たるオーナーシップ 

LJC は NUOL-FEBM 支援プロジェクトと同一の技術協力プロジェクトとして開始された経

緯があり、設立当初から他センターと比して、ラオス側のオーナーシップは強い傾向が見られ

た。上述のとおりラオス側 C/P の充実した配置、事業予算のコストシェアの割合拡大によって、

センター運営技術やノウハウの共有が図られており、プロジェクトの円滑で効率的な運営を支

えている。 

 

（２）外部関連機関との連携強化 

フェーズ２ではフェーズ１よりも一層の活動領域拡大が見られたが、そのうち外部関連機関

との連携により実現したものも多く、効果の発現、自立発展性に寄与したものといえる。ビジ

ネスコースは NUOL-FEBM の教員をビジネスコースの現地講師として活用し、講義時間全体

の 84％、講師の人数の 85.7％を現地講師が行っている。過去 10 年間で現地講師が知識・経験

を積み重ねる機会を提供しているに至っており、質の高い現地講師の安定的確保を容易にさせ

ているほか、技術面での自立発展性に貢献している。 

日本語コースでは、NUOL 文学部との相互補完関係のもと、日本語コース運営のノウハウ、

技術を共有するなど、両者がともにラオス国内の日本語教育の中心的な役割を果たしてきてい

る。相互理解部門では、本田財団からの委託業務である YES 奨励賞の奨学金候補者の選考、

現地日系企業からの依頼を受けた就職フェアや、企業現地職員の日本語コースの開催、日系企

業による日本語コース優秀者へのスカラーシップ提供など、官民連携の好例ともいえる活動が

多数展開されている。 

 

４－７ 効果発現を阻害した要因 

（１）コミュニケーション力 

部門ごと、また部門間の定期会合が開催され、コミュニケーションの機会は適切に与えられ

ているといえるが、英語によるコミュニケーション力不足を指摘する声が多く、これら課題に

対応して、研修も実施されているものの、今後も一層の努力が必要である。 

 

（２）ローカル講師の教授内容 

ビジネスコースのローカル講師率の高さは、プロジェクト目標の達成度、自立発展性確保へ

の貢献度の高さと判断できるが、一部受講生からローカル講師は実務経験がなく、理論に偏っ
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ているとの指摘もあり、実務経験を豊富に有する日本人専門家などの協力を通じた教授法、講

義内容の改善が求められる。 

 

（３）部門間の連携 

一部スタッフからは、事業運営に際し、他部門からの協力を得られないことへの不満を持つ

者もいる。より高い効果発現のため、部門間の連携を促進していくことが求められる。 

 

４－８ 結 論 

フェーズ１と比較して事業が拡大し、全部門において成果が達成されつつある。プロジェクト目

標は達成されたといえる。LJC プロジェクトの大きな強み及び成果は、一貫してラオス側のオーナ

ーシップが高く、財務的・組織的・技術的発展性が確保されつつあるということである。 

他方、プロジェクトの進展を阻害する要因も存在しており、プロジェクトのマネジメント体制、

組織的自立発展性に関わるものとして、センター運営全般の能力の向上が望まれ、特に自立して戦

略的に運営していく能力を身につけていくことが期待される。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提 言 

プロジェクト終了まで、及びプロジェクト終了後に向けて、調査団はプロジェクトに対して以下

の提言を行った。 

 

（１）「インスティテュート」化に向けたセンター運営体制の更なる強化 

2010 年５月までに学部と同等の「インスティテュート」に格上げされる予定であるが、イ

ンスティテュートに相応しい高度な人材育成を行うため、センターに配置する公務員を増員す

ることが不可欠である。可能な限り早急に、10 名の増員を行うとともに、現在 LJC に勤務す

る人員を優先的に公務員として雇用するよう配慮していくことが重要である。特に、早急に取

り組むべき課題は、部門間の連携事業を調整する総務部門の機能強化であり、上記 10 名の増

員のうち、総務部門に数名割り当てる必要がある。 

またコストシェアは現在までに 63.8％に達しているが、現行のシェア率を維持、拡大して

いく必要がある。 

 

（２）ビジネスコース 

2015 年に迫る ASEAN 統合に資する人材の育成を「インスティテュート」の主要な活動目

的の一つとして位置づけ、ビジネスコース部門は新しいカリキュラム作成のための戦略策定を

行う必要がある。また「インスティテュート」においては、日本人専門家同等に、ラオス人講

師も実務的なビジネスのノウハウ・知識を教える技術を身につける必要がある。 

なお 2009 年 11 月の第一回日本・メコン地域諸国首脳会議東京宣言を踏まえて採択された

「日メコン行動計画 63」で掲げられている「ハード及びソフト面のインフラ整備」の具体的

措置の一つである「日本センターを活用したメコン地域における起業家育成のための共通研修

プログラム」の機会を活用するのも一案と思われる。 

 

（３）日本語コース 

フェーズ２終了後の国際交流基金専門家の派遣が終了することを視野に入れ、コース編成を

検討する必要がある。またラオス人現地講師は、プロジェクト終了に向け、自立的にカリキュ

ラムの計画立案等を行う能力を身につける必要がある。 

具体的にはラオス人現地講師の日本語能力及び日本語教授能力を継続して向上させることが

重要である。そのために国際交流基金の日本語教師育成プログラムや、タイにおける研修機会

を積極的に活用することを推奨する。またラオス人日本語講師を対象としたセミナー等の場で、

NUOL 文学部日本語講座に派遣されている国際交流基金専門家による指導を受けることも考

えられる。 

 

（４）相互理解事業 

相互理解事業は、より「付加価値の高い」事業へのシフトを継続する。付加価値の高い事業

とは、①各部門のステークホルダー（企業、商工会議所、NGO 等）との関係強化に資するも

の、②実施コストをカバーするだけの収入が得られるものである。またこのような事業を実施
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することができるよう、ラオス人スタッフの能力強化を図る必要がある。 

 

５－２ 教 訓 

LJC プロジェクトは、NUOL-FEBM 支援と同一のプロジェクトとして開始された経緯があること

から、NUOL 側の強いオーナーシップのもと、十分な人数の公務員の配置やラオス人講師による

講義が可能とされてきた。さらにフェーズ２では FEBM との合同 MBA プログラムの成功とそれに

伴う収入の向上により、センター収支の大幅な改善を実現している。このように、他の日本センタ

ーにおいても、LJC 同様先方のオーナーシップ確保と現地のニーズに基づいた柔軟性のある事業実

施が重要である。 

 

５－３ 今後の対応 

ラオス政府は、2009 年７月 29 日に本プロジェクトの後継案件として、2010 年９月から４年間の

「ラオス日本センター・ビジネス人材育成プロジェクト」を要請しており、本調査団は今後同プロ

ジェクトの必要性について確認し、同要請について日本側関係機関と積極的に検討することを約束

した。 
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第６章 団長所感 
 

（１）他の日本センターのモデルともなり得る成功事例 

現在８カ国で活動を行っている各日本センタープロジェクトに共通する課題は、いかにして

受入国側のオーナーシップを高め、いかにしてそれを裏づけるスタッフの配置や予算の配備な

どの先方からのコミットメントを確保するかという点にある。もとより、日本センターは受入

国と我が国との「共有財産（Common Asset）」と象徴的にいわれるが、各日本センターの基本

的運営は受入国側が自らのオーナーシップをもって担わなければならないのは、他の技術協力

プロジェクトと変わるところはない。LJC プロジェクトは、2000 年から 10 年間に及ぶ我が国

との協力を通じてラオス側のオーナーシップ及び具体的コミットメントを最も強く引き出すこ

とができたという点で、他の日本センタープロジェクトのモデルともなり得る成功事例の一つ

ということができるだろう。 

このラオス側の強いオーナーシップとコミットメントを引き出すことができた最大の要因は、

ビジネスコースを土台とした MBA を開設したことで、C/P 機関である NUOL がプロジェクト

を自らの本来事業として明確に位置づけたことにあるといえる。その証左が、2010 年上期に

も予定されている LJC のインスティテュート化である。NUOL には LJC の他にも多数の「セ

ンター」が存在するが、これらはいずれもドナーの援助の受け皿ということができ、それ故に

ラオス側のコミットメントは限定的である。例えば、国家公務員である NUOL スタッフは各

「センター」に 10 名までしか配置できないという制約があるうえ、実態として 10 名の

NUOL スタッフがきちんと配置されている「センター」は決して多くない。その一方でイン

スティテュートは、大学内においては学部に匹敵する位置づけが与えられ、国家公務員である

NUOL スタッフも 25 名まで配置できる。実は LJC には、「センター」に与えられる 10 名の枠

を超えてすでに 15 名の NUOL スタッフが配置されているが、インスティテュート化すること

によりさらに 10 名の NUOL スタッフが配置されることになる。あわせて、インスティテュー

ト化することによって所長のステータスが現状以上に高まり、副所長ポストも現在の２つから

３つに増えることとなる。インスティテュート化は、結果として、LJC で実施している MBA
及びビジネスコースの更なるレベル向上に結びつく大きなモーメンタムになることは間違いが

ないといえるだろう。 

10 年にわたるフェーズ１及びフェーズ２の協力の結果、LJC はラオスにおけるビジネス人

材育成機関のパイオニアとしての基盤を築き、ラオスの市場経済化を牽引する実践的な人材の

育成に貢献した。また、人材育成にあたっては、日本的経営の経験を活かし、中小企業の「現

場」の活性化に焦点を当てたことで、結果としてラオス企業の現状に即したビジネス・ノウハ

ウの移転に貢献した。さらに、日本的経営及び日本語等を紹介することによって、日本・ラオ

ス両国の相互理解を促進する拠点としての地位を確立することもできた。すなわち、LJC プロ

ジェクトが日本センター事業の中の一プロジェクトとして目指した成果は、この 10 年の協力

によってほぼ 100％近く達成することができたということができる。それに加えて、LJC プロ

ジェクトにおいては上述したようにラオス側の強いオーナーシップとコミットメントが発揮さ

れていることから、フェーズ１及びフェーズ２の 10 年に及んだ LJC プロジェクトは、2010 年

８月末の協力期間終了をもって成功裏に終わることができると判断する。 
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（２）新しい協力の可能性 

インスティテュート化された後も、LJC（インスティテュート化後は「Laos-Japan Human 
Resource Development Institute（LJI）」と称される予定である）は、日本・ラオス両国の共有財

産であり続けることは間違いない。特に 2015 年を目標年とする ASEAN 経済統合、2020 年を

目標年とする後発発展途上国（Least Developed Country：LDC）からの脱却に向け、ラオスで

は競争力をもつ民間企業家の育成が喫緊の課題となっており、ラオスにおけるビジネス人材育

成のパイオニアである LJC が育成する人材層が、今後は具体的なビジネスの現場において企

業活動を活性化させていくことが期待されている。そうした課題に対して、LJC には、実践的

ビジネス人材の育成のみならず、市場経済化や ASEAN 経済統合に適合し得るビジネス・ノウ

ハウや、市場経済化や ASEAN 経済統合に向けた政策提言等の発信拠点、もしくは官・民・学

のビジネス人材ネットワークのハブとしての役割を担い、貢献していくことができるだけの潜

在力がある。その意味から、これから設立される LJI の更なる組織・体制の強化と、ビジネス

の現場を活性化させる上述のようなネットワークのハブとしての機能強化を引き続き推進して

いく意義は非常に大きい。こうした機能強化についてはラオス側からも大きな期待が寄せられ

ており、現行プロジェクトの後継としての案件要請がラオス政府側から我が国政府に対してす

でに発出されている。そうしたラオス側の期待に応えるためにも、我が国からの新しい協力は

前向きに検討されてもよいだろう。それはすなわち LJC プロジェクトが築きあげてきたビジ

ネスコース及び MBA をさらに強化・発展させていく方策でもある。 

他方、LJC における日本語コースは、国際交流基金の専門家派遣が終了することをもって一

つの区切りが付けられることとなる。JICA としてはシニア海外ボランティアの派遣を計画し

ているものの、少なくとも初級コースの実施及び運営については、基本的にはラオス側だけで

担っていくことができる技術移転は実施された。さらに、国際交流基金は NUOL の文学部日

本語学科への専門家派遣を当面継続するとされていることから、LJC 日本語コースと文学部日

本語学科との有機的連携を模索することによって、双方の強みを活かした持続性のある実施体

制を構築することができるものと期待できる。当面は、毎年 12 月に実施される日本語能力検

定試験の実施について、日本語コースと日本語学科がいかに有機的に連携することができるか

を模索するなかで、両者の関係を深めていくことになると思われる。こうした連携を含めて、

LJC 日本語コースの運営のあり方を検討するために、NUOL 側の更なるオーナーシップとコミ

ットメントを今後とも申し入れていく必要があるだろう。 

交流事業は、近年、日本の団体等から受託する事業を実施することで、わずかながらの収益

で少なくとも経費を帳消しにすることができるなど、LJC の独自収入の向上に寄与できるよう

になりつつある。また、ラオスの高等教育機関のトップとしての NUOL が、我が国との交流

を広げることの意義は大きく、留学生の交換を含めた大学間交流が従来以上に進んでいくこと

が望まれる。LJC の交流事業が、こうした財務面の改善や大学間交流に貢献できるよう、例え

ば我が国の JDS 事業との連携などを一層強化していくことが重要である。さらに、2009 年 11

月に設立されたビエンチャン日本人商工会議所をはじめとする日本の企業関係者とのネットワ

ークづくりを検討することで、LJC のビジネスコース及び MBA をさらに厚みのあるものにす

ることができる。LJC の交流事業は、こうした実践的なネットワークのハブとして LJC を機

能させるための活動としても、検討していく必要があるのではないだろうか。 
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（３）日本センターとしての LJC に対する今後の我が国の関わり 

LJC が LJI になるということは、従来の LJC が名実ともに NUOL の所有する機関もしくは

財産になることを意味する。それ故、このインスティテュート化は、LJC に対するラオス側の

強いオーナーシップとコミットメントの表れとして高く評価できるのである。しかしながら、

インスティテュート化後も引き続き「Lao-Japan」の名称を冠する日本・ラオスの共有財産

（Common Asset）であり続ける以上、JICA を含めた我が国からの協力が途絶えることは想定

できない。同時に、JICA としては 10 年に及ぶ LJC への協力の結果として LJC プロジェクト

を成功裏に終了することができることから、現行プロジェクト終了後は、LJC そのものもしく

は LJC 全体に対する協力を続けるのではなく、自立した LJC の全体活動の中の一部に対する

支援へと協力の内容を見直しつつ、新しい案件の形成を図ることになる。その点を JICA の視

点から考察すれば上記（２）に述べたとおりとなるが、我が国としてどのように LJC を支援

していくのかを、今後の展開の中では検討していく必要があるだろう。すなわち、JICA 以外

にも我が国の協力リソースを探し出し、そうしたリソースと LJC が有機的に結びつくことに

よって、LJC が、ODA によるつながりだけに限定されない、幅の広い、多様な日本・ラオス

の交流拠点としての確固たる地位を築くことができると考えるものである。 

幸い、LJC の所有者である NUOL はラオス随一の高等教育機関であり、NUOL 自体も日本

を含む世界各国の教育機関等と様々な協力関係を構築している。それに加えて、LJC は今やラ

オス随一のビジネス人材育成拠点にもなっていることから、ODA の枠に囚われない官・民・

学の幅広い日本・ラオス間のつながりを、LJC をハブとしてネットワーク化できるものと期待

する。日本・ラオス両国の共有財産（Common Asset）は、我が国からの多様な協力関係の構

築を通じて、維持・強化されていく必要があると考えるものである。 
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Summary of Evaluation Report  
1. Outline of the project 
Target country: Lao P. D. R. Name of the project: Laos-Japan Human Resource 

Cooperation Center Project (Phase 2) 
Area: Other Scheme: Technical cooperation 
Division in charge: Japan Center 
Program Division, Public Policy 
Department 

Cooperation amount: ¥773,155,000 (at the time of 
evaluation) 

Counterpart organizations: Ministry of Education,  
National University of Laos 

Duration of cooperation:  
(R/D) 2005/09/01~2010/08/31 
(EN) (Grant aid) January 12, 2000 Japan’s cooperation organization: Japan Foundation 
1-1 Background and overview of the project 
 Since 1986, it has been a matter of overriding concern for Lao P. D. R. to carry out 
economic reforms for the transition to a market economy and develop human resources to address 
the issue.  In 1995, as part of developing capable human resources, the National University of 
Laos was founded, with which the Faculty of Economic and Business Management (hereinafter 
referred to as FEBM) began to develop qualified human resources with the support of the Asia 
Development Bank.  The project was brought to an end in September 2001.  The Lao 
government requested technical cooperation from the Japanese government. 
 Japan formulated a plan to construct the Lao-Japan Human Resource Cooperation Center 
as part of assistance for the development of human resources to meet the needs of a country in a 
transitional process to a market economy.  In July 1998 the master plan was proposed to the Lao 
government.  Both governments agreed that Japan would provide its assistance as a technical 
cooperation project including support for the Faculty of Economic and Business Management of 
the National University of Laos and the establishment of the Lao-Japan Human Resource 
Cooperation Center.  
 In July 2000 the governments of both countries signed R/D, and the five-year technical 
cooperation project was undertaken in September 2000.  Initially, assistance for the Lao-Japan 
Human Resource Cooperation Center (hereinafter referred to as LJC) and support for the FEBM 
were combined into one technical cooperation project.  However, the activities in each category 
got growingly vitalized and expanded, and it was decided that the project would be implemented 
as two individual projects after 2004 which was the last year of the project.  Upon the 
completion of the project, the National University of Laos, the project’s counterpart, highly 
appraised the cooperation under the LJC Project and requested to continue the JICA’s assistance. 
Hence, the Lao-Japan Human Resource Cooperation Center Project (Phase 2) has been 
implemented as another 5-year project since September 2005. 
 

１．評価結果要約表（英文） 



 

1-2 Content of the cooperation 
(1) Goals 

a. LJC will perform the core function of human resource development in the area of business 
area for market-oriented economic reform of Lao P. D. R.  

b. LJC will be utilized as the key place for mutual understanding between the people in Lao 
P. D. R. and Japan. 

(2) Project objectives 
a. LJC will provide service to enhance human resource development for the market-oriented 

economic reform of Lao P. D. R. 
b. The information and opportunities to participate in activities for mutual understanding are 

provided for people of both countries by the Center. 
(3) Outputs 

a. LJC’s project implementation system will be improved. 
b. LJC will offer practical business courses and business services (factory analysis, 

development of entrepreneurs (incubation function) and business matching) for the private 
sector. 

c. LJC will become the core organization of the Japanese language education in Lao P. D. R. 
(to promote networking of resources). 

d. The system for providing mutual understanding programs will be established, thereby 
vitalizing activities. 

(4) Inputs (at the time of evaluation) 
a. Japan side 

Long-term experts – 4 persons (10 in aggregate); Short-term experts – 41 persons: 
Training in Japan – 27 persons: Training in a third-country – 5 persons (Thailand): 
Provision of equipment – 15 million yen: Expenditure for strengthening overseas projects 
– 108 million yen 

b. Lao side 
Assignment of counterparts – 16 persons: Staff employed by LJC – 26 persons: Provision 
of land and facilities (LJC site and parking lot): Operating costs (utilities, communication 
expenses, and base pays for Lao staff)  

2. Outline of the evaluation team 
Leader: Senya Mori, Deputy Director General, Public Policy Department, JICA 
Evaluation and Analysis: Tomoko Matsushita, Chief, Human Environment Department, 
INGEROSEC Corporation 
Evaluation Planning: Rumiko Nomura, Assistant Director, Japan Center Program Division, 
Public Policy Department, JICA 
Japanese Course Evaluation: Mamoru IKUTA, The Japanese-Language Institute, Japan 
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Foundation 
Japanese Course Evaluation: Yuri TAKEDA, SAKURA Network Team, Japan Foundation 
Duration of the study: Jan. 27 ~ Feb. 11, 2010 Type of study: Evaluation at the end of the 

project 
3. Overview of evaluation 
3-1 Confirmation of performance 
(1) Confirmation of inputs 
 The number of C/P’s (meaning Lao staff working at LJC as civil servants; “staff” 
meaning staff members separately employed by LJC; “LJC staff” indicating the staff of both 
categories) was increased to 16 persons as of the time of this evaluation.  As such, the Lao side 
has been carrying out its responsibilities in its inputs into this project properly under its strong 
ownership and commitment.  The Japan side also has been injecting its inputs as planned. 
 As indicated by the abovementioned typical example, it is judged that the civil servants 
in charge of both sides have been contributing to smooth progress of the Project. 
 
(2) Confirmation of a degree of achieving the outputs 
(a) Management of LJC 
 The project has been facilitated and managed through formulating an annual plan and 
holding Joint Coordination Committees.  In June 2007 the Human Resource Development Plan 
was prepared.  Thus, in 2007 it was decided at the level of management to appraise the ability of 
each staff member and to set the target to achieve.  Based on the plan, LJC began to formulate 
training programs for the LJC staff and rate performance.  However, the above plan has not been 
used to develop capacity.  Instead, an alternative performance rating system prepared by the Lao 
side has been used. 
 So far, LJC dispatched 27 staff members for training in Japan and five Lao Japanese 
language teachers for the Japanese language teacher’s training course held by the Japan 
Foundation.  Besides, Japanese language lessons are offered to all the LJC staff by using the 
JICA’s overseas project strengthening expenses.  LJC’s social welfare fund covers a part of the 
tuition fees for one C/P to get a master’s degree in a graduate school.  As for the financial affairs 
of LJC, its business revenues have been satisfactorily increasing.  Thus, it is confirmed that 
LJC’s management system has been gradually improving from the perspective of financial 
sustainability.  Nonetheless, it will be required to improve the efficiency of LJC management 
further, which will become critical for institutionalizing LJC in the future.  Another important 
issue is to upgrade the coordination function, particularly the administrative section, to strengthen 
inter-sectional collaboration. 
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(b) Management of the business course 
 In the past 58 courses were offered in total.  In 2008 LJC introduced MBA courses and 
enterprise management consulting courses, thereby meeting broader needs in comparison to 
Phase 1.  The number of participants in the courses is approximately 1,400 persons in aggregate. 
The participants report a high degree of satisfaction with the courses.  That is, the survey carried 
out by the Evaluation Team indicates that the satisfaction rate is 88% in the MBA courses, 84% in 
the regular business courses and 100% in the enterprise management consulting courses (on-site 
guidance and consultation courses).  A large percent, 85% on the average, of the participants in 
MBA and regular business courses responded that they actually utilized the knowledge learned in 
the courses.  The result confirms that the lectures with emphasis on practical aspects are 
connected with this high evaluation.  As an additional effect of the training courses, roughly 
80% of them answered that they were (will be) able to achieve better business performance, 
increase in income and increased the number of employees, etc. 
 In 2008 the number limits of some business courses were not met.  However, LJC’s 
business revenues were stable due to the introduction of the MBA courses, and its financial 
sustainability is high as well. 
 84% of the total lecture hours of business courses are comprised of the lectures taught by 
the local lecturers.   That is, LJC’s technical sustainability is high except for the lectures that are 
characterized by Japan’s particular features such as the Japanese way of management.  Although 
LJC has been successfully on its way to establishing a stable management system, it is expected 
to upgrade its capacity further towards its institutionalization. 
 
(c) Management of Japanese language courses 
 At present the courses are offered at nine levels, thereby satisfying diversified needs 
among participants.  A degree of satisfaction is high on the average among them.  So far, 1,996 
persons took the courses, that is, a slightly fewer than 2,600 persons at the end of Phase 1.  Five 
Lao teachers in total participated in the training course held by the Japan Foundation. 
 Elementary courses are taught by Lao teachers with no particular problems.  They are 
also able to take nearly full responsibilities for course management.  On the other hand, it is 
difficult for them to manage independently the courses of intermediate and advanced levels 
owing to a paucity of the Japanese language capacity and teaching capacity.  New teachers have 
been trained chiefly by the experts in Japanese language teaching dispatched by the Japan 
Foundation.  However, it is difficult for local teachers to give training to teachers without 
support due to their inadequate technical expertise.  It will be necessary to promote technical 
transfer through, for instance, study meetings for Japanese language teachers. 
 Through the past activities, networks have been built within Lao P. D. R. and also for 
overseas countries.  Towards setting up a Japanese language teachers association, meetings have 
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been held, although irregularly, for persons who are involved in Japanese language education. 
As of the time of this evaluation, it can be evaluated that LJC already functions as the key 
organization of Japanese language education in Lao P. D. R. based on the following two facts: 
first, LJC is the executing agency of Japanese proficiency testing, and second, almost all Japanese 
language teaching organizations in Lao P. D. R. use the teaching materials in Lao prepared by 
LJC.  
 
(d) Mutual understanding promotion project 
 In the past approximately 600 events and projects were conducted, in which more than 
4,700 persons participated.  LJC constantly hosts various types of events on Japanese culture 
and Lao culture, from small-scale events which are held nearly every week to large-scale events. 
Besides, LJC organizes higher level mutual exchange projects in collaboration with external 
organizations such as university student exchange projects between Lao P. D. R. and Japan, 
orientation and screening for scholarships, “the study-in-Japan fair,” and “the job-fair by local 
Japanese companies,” thereby providing good examples of public-private partnership.  On the 
management aspect, LJC staff is able to organize cultural events with little support.  On the 
other hand, there are no local persons who are able to negotiate with relevant organizations in 
Japan. 
 LJC sends out its information to citizens nationwide as its public relations project.  For 
instance, it has been using a radio program since September 2007 to inform about LJC’s activities 
and events once a week and also puts announcements on newspapers two or three times a month 
on the average.  It is recommended to upgrade further the quality of the homepage that can 
transmit messages very quickly.  As regards the newsletter that is sent to each ministry/agency 
once in three months, a more strategic approach will be necessary in the way to respond to the 
feedback from its readers.  The number of the library users is about 100 persons per day on the 
average.  In the past five years, approximately 138 thousand users were registered.  The 
questionnaire survey indicates that a substantial majority of the users are students, most of whom 
use it almost every day.  This indicates a high degree of satisfaction. 
 
3-2 Summary of the evaluation result 
(1) Relevance 
 The Project’s goals and objectives are relevant particularly with the two aims of those 
listed in the National Socioeconomic Development Plan of Lao P. D. R., that is, “to ensure 
sustainable economic growth” and “to promote human resource development in all areas” and 
also with the Japan’s Assistance Policy.  It was observed that there was much need for the 
activities carried out by LJC, thereby judging that the scale of the target was also appropriate. 
 The survey findings indicate that 20% of the respondents replied that their motivation to 
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participate in the business course, together with MBA and general business courses, was the 
“wish to learn the Japanese way of management and vitalize their own business.”  In fact, some 
respondents affirm that they utilize the knowledge learned, thereby producing a good effect. 
Based on these findings, it is judged that the relevance of this Project is high. 
 
(2) Effectiveness 
 In Phase 2, the activities of each section became increasingly diversified to fulfill the 
needs of each target group.  Both the rate of drawing customers and the rate of return increased 
primarily in the business courses.  The cost sharing by the Lao side in the project budget has 
reached 63% which exceeds the target line of 50% set for the time of completion of Phase 2. 
Similarly, the Lao side has already assigned 16 C/Ps to an acceptable level.  Hence, it can be 
predicted that in all likelihood the objective “LJC will provide services that will help enhance the 
development of human resources to address the issue of transition to a market economy in Lao P. 
D. R.” will be achieved.  
 As regards the objective “LJC will provide information and opportunities both to Lao 
people and to Japanese people for their participation in the activities to enhance mutual 
understanding,” it is assumed from the performance of the past activities that it has been nearly 
achieved. 
 Nonetheless, it will be a critical issue to develop LJC’s staff members because currently 
there are no persons capable of designing and managing LJC’s general affairs including the above 
two objectives strategically. 
 
(3) Efficiency 
 Inputs from Lao P. D. R. and Japan have been carried out as planned, and the expected 
outputs have been produced satisfactorily.  Likewise, the project has been implemented without 
any particular problems.  Thus, the efficiency of this Project is evaluated to be secured.  
 
(4) Impact 
 As regards the probability of achieving the goal, it is judged that a part of the goal has 
been achieved by now because LJC already functions as the core organization of human resource 
development in Lao P. D. R., primarily with business courses and Japanese language courses. 
However, in order for LJC to grow into an organization fully equipped with the functions of the 
core organization, strategic planning and efficient management are essential.  If projects are 
managed with this issue in mind, the probability of fully achieving the goal will be higher.  . 
 
(5) Sustainability 
 In general, the financial position of LJC is good, and the assignment of C/Ps is 
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satisfactory.  It can be judged, therefore, that its sustainable growth has been ensured.  The 
business courses have shown high sustainability both from the financial aspect and from the 
institutional management aspect.  Mutual understanding promotion projects have produced 
profits through university exchanges and study-in-Japan fairs.  An issue in the future will be to 
develop staff members capable of planning strategically.  It is urgently required to allocate 
personnel properly to LJC’s management in general and secure highly qualified employees. 
 
3-3 Contributing factors to the progress 
(1) Strong ownership by the Lao side 
 The LJC Project was started as the identical technical cooperation project with the 
FEBM support project of the National University of Laos.  For that reason, the ownership of the 
Lao side was strong from the beginning.  Its strong ownership has been clearly shown in the full 
assignment of Lao C/Ps as stated above and in increases in the cost-sharing rate of the project 
budget. 
 
(2) Fostering the linkages with the external organizations 
 In Phase 2, the domain of activities has been expanded further than Phase 1.  Much of it 
has been realized through collaboration with relevant external organizations such as FEBM of the 
National University of Laos, the Japanese Language Study in the Faculty of Literature, Japanese 
corporations, and Japanese financial groups. 
 
3-4 Hindering factors in the Project 
(1) Communication ability 
 Meetings of each section and inter-sectional meetings are held regularly, thereby 
providing sufficient opportunities to maintain good communication.  There is a lack of ability to 
communicate in English. 
 
(2) Content of classes conducted by Lao teachers 
 Some students point out that Lao teachers lack practical experiences and their classes are 
biased towards theories.  It is required to improve the method of teaching and the content of 
lectures. 
 
(3) Intersectional collaboration 
 It is necessary to enhance inter-sectional collaboration to produce higher effects. 
 
3-5 Conclusion 
 In comparison to Phase 1, the project has been expanded, thereby achieving greater 
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effects in all sections.  It can be concluded that the project objectives have been attained.  The 
greatest strength of the LJC Project lies in securing the solid ownership of the Lao side and 
producing an inter-sectional synergistic effect through the project management by the Japan side 
with explicit emphasis on Japanese features (Japanese way of management, Japanese language 
and Japanese culture), thereby contributing greatly to the development of pro-Japanese Lao 
people. 
 
3-6 Recommendation 
(1) Strengthen further the LJC management system towards institutionalization 
(a) It is essential to increase the number of civil servants who are assigned to LJC in order to 

develop more qualified personnel who will fulfill the functions of an “institute.”  It is 
necessary to increase the number by 10 persons.  To do so, it is recommended to give 
considerations for preferentially hiring as civil servants its staff members who currently work 
at LJC as quickly as possible.   

(b) In particular, the issue to be addressed urgently is to strengthen the function of the 
administrative section that coordinates intersectional collaborative projects.  It is 
recommended that several of the additional ten civil servants be assigned to the administrative 
section. 

(c) The cost sharing by the Lao side has reached 63.8% as of now, but it will be necessary to 
maintain or raise the present cost-sharing rate. 

 
(2) Business course division 
(a) One of the goals of the new Institute is to develop the human resources that can deal with the 

ASEAN integration in upcoming 2015.  It is important for the business course division to 
make a strategy for the new curriculum to fulfill the goal. 

(b) In the “institute” Lao teachers needs to acquire technical expertise to teach know-how and 
knowledge of practical business as well as Japanese experts. 

(c) One idea may be to utilize the opportunity created by the “the joint training programs for 
fostering of entrepreneurs in the Mekong region countries”, which is one of specific measures 
under “Further Development of Both Soft and Hard Infrastructure” included in the 
Mekong-Japan Action Plan 63 adopted based on the Tokyo Declaration in the First Meeting 
between the Heads of the Japan and Mekong Region Countries held in November 2009. 

 
(3) Japanese language course division 
(a) In light of demand for Japanese language education in the future, it is needed to review the 

makeup of its courses.  Considering the fact that the dispatch of experts by the Japan 
Foundation will be brought to an end after the completion of Phase 2, what is required is that 
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Lao teachers acquire the abilities to design curricula independently. 
(b) The Lao staff and lecturers need to continue improving their Japanese skills and teaching 

skills. It will be effective for the Lao lecturers to participate in the Japan Foundation’s training 
program either in Japan or in Thailand.  At the same time, one effective way may be that 
they receive guidance at seminars taught by the expert who will be dispatched by the Japan 
Foundation for the Japanese language class of the Japanese Language Study in the Faculty of 
Literature at the National University of Laos. 

 
(4) Mutual Understanding Activities Division 
Further shift to the activities with the “added value” is necessary.  The activities with the “added 
value” may have characteristics such as; 1) May have a positive impacts in networking with the 
stakeholders of other divisions at LJC (ex. companies, business associations, NGO, etc); and 2) 
May improve the abilities to carry out activities with “added values”. 
(a) The Lao staff should enhance their capacity to be able to conduct the activities with the 

“added value” 
 
3-7 Lessons learned 
 The LJC Project was implemented from the initial stage as the same project as the 
support project for the FEBM at the National University of Laos.  Since the outset, under the 
ownership of the Lao side, an adequate number of civil servants have been assigned to the 
Project.  Furthermore, since the start of Phase 2, profitable projects have been introduced, 
thereby increasing the cost sharing ratio of the Lao side.  This case gives a good lesson, which 
can be used to work upon local people involved in similar projects as the LJC Project in order to 
raise awareness of the necessity of ensuring strong ownership and sustainability.   
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１．調査概要 
（１）目的 
 ラオス国では、1986 年以降、市場経済移行を推進するための経済改革が行われ、そのた

めの人材育成が重要な課題とされている。1995 年には人材育成の一環として、アジア開発

銀行の支援によりラオス国立大学の設立、経済経営学部の新設による高等教育人材の育成

が行われていた。アジア開発銀行のプロジェクトは 2001 年に終了され、日本政府に対する

技術協力の要請があった。 
 我が国では、市場経済移行国の人材育成支援の一環として、「日本人材開発センター」設

立構想が立てられ、1998 年 7 月に我が国よりラオス国政府に対し、「ラオス日本人材開発

センター」設立構想を提示したところ、ラオス国立大学経済経営学部支援及びラオス日本

人材開発センター設立への協力をひとつの技術協力プロジェクトとして実施することが合

意された。 
 2000 年 7 月に両国間で締結された R/D に基づき、2000 年 9 月、5 年間の技術協力プロ

ジェクトが開始された。当初はラオス日本人材開発センター（以下、LJC）プロジェクトと

ラオス国立大学経済経営学部支援は一つのプロジェクトとして運営されていたが、それぞ

れの活動が活発化し、規模も拡大したことから、最終年度の 2004 年度に個別プロジェクト

としての運営が行われるようになった。 
 プロジェクト終了あたり、C/P 機関であるラオス国立大学は、LJC プロジェクトによる

協力を高く評価し、JICA による支援継続の要請を行ったところ、2005 年 9 月から、5 年間

のプロジェクトとして「ラオス日本人材開発センター（フェーズ 2）」が実施されることが

合意された。今般の終了時評価第一次現地調査は、フェーズ 1 及びフェーズ 2 と計 10 年間

に渡る活動実績、実施プロセスを振り返り、LJC が高度人材育成機関として、ビジネス分

野をはじめとする人材育成及び企業振興、相互理解交流等の分野でどのような成果をあげ

てきたかを取り纏めるものである。 
 
（２）団員 
評価企画 野村 留美子 国際協力機構公共政策部 ガバナンスグループ  

日本センター課 
評価分析 松下 智子 株式会社 アンジェロセック 人間環境開発部 
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（３）日程（第 1 次調査） 

時間 面談予定者 同行者

10:00 LJC日本人専門家

14:30 マニソットLJC所長

16:00 JICAラオス事務所 高島所長

16:30 磯部所員（民間セクター担当）

9:30 野村国際交流基金派遣日本語教育専門家

11:00 吉川専門家

13:00 Bounlounane DOUANGNGEUNE LJC副所長

14:00 ラオス国立大副学長 Dr. Saykhong SAYNASINE 

15:30 岩舘専門家（業務調整）

9:00 三好専門家（相互理解）

　11:00 教育省国際協力局長 Mr. Sengsomphone Viravouth　 吉村所員

14:00
ラオス国立大経済経営学部（FEBM)学部長Mr. Khamlusa、
准教授 Mr. Thompeth

15:30 佐藤リーダー

10:00 ラオス企業 SINO (中古車販売） ｴｸｾﾙ社山本氏

15:00 ミドリ安全（安全靴製造） 岩舘

9:00 王子製紙（王子Laoプランテーションフォレスト会社） 岩舘

11:00 ラオス企業 Xang Phuan Noodle Factory（生麺製造会社） ｴｸｾﾙ社清水氏

14:00 ラオス企業 Viengniyom Factory（家具製造会社） ｴｸｾﾙ社清水氏

16:00 在ラオス日本大使館 宮下大使、田中書記官
武井次長、吉村
所員、佐藤リー
ダ17:00 野村団員帰国前打ち合わせ（佐藤リーダー、吉村所員）

夜 野村団員帰国

10:00 ラオス商工会議所 副事務局長 Ms. Sengdavone BANGONESENGDET ｴｸｾﾙ社吉川氏

書類整理

書類整理

9:00 教育省職業訓練局 吉村所員

13:30 ビジネスコース受講者

9:30 日本語コース受講者、相互理解促進事業イベント参加者　3名

11:30 Somchay PHETLAMPHANH LJC副所長（相互理解担当）

14:00 Mr. Somphene PHANKHAM総務部門長

15:00 ラオス企業　Dosavanh Garment（縫製工場）〈先方の事情で取りやめ〉 ｴｸｾﾙ社吉川氏

9:00 Lao-India起業家開発センター 吉村所員

11:30 LJC日本語コース長　Mr. Somixay TEXO

16:00 MBA受講生　3名

10:00 JCC meeting

14:00 ラオス企業　Laosavanh （機械修理工場）現場指導見学 ｴｸｾﾙ社清水氏

16:00 総務部門職員

松下団員帰国前打ち合わせ（佐藤リーダー、ブンルアンビジネスコース
長）11月20日 (金)

11月17日 (火)

11月18日 (水)

曜日

11月19日 (木)

11月15日 (日)

11月16日 (月)

11月14日 (土)

11月13日 (金)

11月12日 (木)

11月11日 (水)

11月9日 (月)

11月10日 (火)
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（４）調査方法 
（イ）キーインフォーマント・インタビュー 
以下のプロジェクト関係者などとインタビューを行った。 

(a) 日本センター事業の受益者 
(i) ビジネスコース受講生 
(ii) 日本語コース受講生 
(iii) 相互理解活動参加経験者 

 
(b) 先方関係者 

(i) 活動全般 
① カウンターパート（大学） 
② 教育省 
③ ナショナルスタッフ 

(ii) ビジネスコース関連 
① 現地商工会議所 

 
(c) 現地日本関係者 

(i) プロジェクト専門家 
(ii) 大使館 
(iii) 現地日本企業 

 
（ロ）既存資料のレビュー、アンケート実施 
 プロジェクトにより作成された既存の情報・データを収集したほか、以下の項目に係る

アンケートを作成、プロジェクトの協力を得て実施した。 
 
（ハ）直接観察 
LJC 施設を見学、ビジネスコースの一部授業を参観した。経営診断／現場指導に同行し、

企業を見学した。 
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２．調査結果「ラオス日本人材開発センタープロジェクト 10 年の成果 取りまとめ（案）」 
 
成果１．ラオスにおけるビジネス人材育成機関のパイオニア的存在であり、市場経済化を

牽引する人材を育成 
1. ラオス唯一の国立大学で、史上初めて設立された経済経営学部の支援を通じ、市場経

済化を牽引する人材を4,285人輩出した（2001年から2009年にかけて、経済学部1,730
名、経営学部 2,555 名）。圧倒的にビジネス人材が不足している中、基礎的なビジネス

知識を備えた多くのラオス人を育て、送り出してきた） 
2. 社会人に対する短期間の、実践面を重視したビジネスコースを通じ、企業で即戦力と

なる人材を 2,677 人育成した（ラオス人講師 2,039 名、日本人による実践的ビジネス

コース 377 名、ラオス人ビジネスコース 261 名） 
3. 経済経営学部と合同の MBA コース設立を通じ、さらに高度なビジネス人材の育成を行

った（第 1 期生 35 人、第 2 期生 38 人） 
4. センターの実績がラオス国立大学のみならず、ラオス政府にも評価され、センターか

ら学部と同レベルの「インスティテュート」に格上げされる見込み（来年 3 月頃予定）。

5. ビジネスコース修了生には、Lao Telecom、UNITEL などのラオスを代表する大企業

の社長など産業界の中枢で活躍する人材も含まれる。 
 

2000 年、ラオス国内初の経済経営学部であるラオス国立大学経済経営学部（以下、FEBM）

に対する支援とのパッケージにより開始されたプロジェクトとして、ラオス日本人材開発

センター（以下、LJC）プロジェクトが開始され、LJC はビジネス人材育成機関のパイオ

ニア的存在として、市場経済化に対応する人材育成において重要な役割を果たしてきた。 
プロジェクト開始当時、同国の政府機関幹部職員、国営企業幹部職員、経済・経営学部

の大学教員等、ある程度の要職にあった世代の多くは、ソ連や東ドイツなど旧ソ連諸国に

おいて、社会主義思想に裏付けされた高等教育機関で学び学位を取得していた（LJC ラオ

ス側所長・副所長 1 名も一例）。当時、資本主義に基づく経済理論、経営理論に係る講義を

提供できる教育機関はなく、ましてや一般社会人に対する経済学・経営学に係る講義を実

施する機関は存在しなかった。そのため、LJC ビジネスコースは「ラオス初のビジネス講

座」として開設され、市場経済化への道を歩み始めたばかりの同国経済を率いる政府職員

や、ビジネス活動を担う国営・民間企業社員に対し、経済の大転換期において緊急に不可

欠となった資本主義経済・経営理論の基礎知識を得る手段として唯一無二の機会を提供し

てきた。 
これ以降、LJC は現在まで 2,677 名の修了生を輩出し、同国ビジネス人材の育成におい

て多大な貢献を果たしている。 
プロジェクト初期の受講生は、政府機関の幹部職員、国営大企業の幹部・職員、民間企

業の幹部・職員、ならびにパッケージで行われていたラオス国立大学経済経営学部の学生、
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が占めていた。調査団が実施したラオス国立大学へのインタビュー等によれば、同大学経

済経営学部の卒業後の進路について、ほぼ 100%が卒業後 1 年以内に政府機関や産業界に就

職したと回答している。プロジェクト側が行った調査では、これまでの全修了生の中には、

受講後約 8 年を経て、産業界あるいは所属企業おいて枢要な地位に就いている者もおり、

ラオスを代表する大企業である Lao Telecom や UNITEL 等、大企業の社長を務める修了生

もいる。ラオスでは、大企業は国営企業（Lao Telecom や UNITEL など）、国営企業が外

資に払い下げられた JV 企業（Lao タバコなど）に限られており、依然、95.5%の企業が中

小企業に留まっているが、特にフェーズ 1 の修了生には、政府関係者のほかに国営大企業

の幹部・職員が多く、その勤務先にはラオス商工会議所の主要メンバーとなっている企業

も多く、同国の産業や投資の牽引役として中心的な役割を担っている。 
2001 年のビジネスコース開始当初、現地語（ラオ語）による経営学のテキストは同国内

に存在しなかったが、LJC により、独自でビジネスコースのニーズに合わせたテキスト（上

級編 8 種類及び基礎編 8 種類、計 16 種類）が作成された。これらテキストは、LJC ビジネ

スコース使用するために作成されたもので、開講以来、調査団他ドナーによる研修事業に

おいても、LJC ビジネスコースのテキストが使用されたことが確認されている。本テキス

トは経営学の知識伝搬を促進する不可欠なツールとして認知されている証と言える。その

後フェーズ１からフェーズ 2 にかけて、進展するラオスの市場経済化の動向に応じ受講生

のニーズも大きく多様化し、カリキュラムの見直しが行われ、ビジネスコースは進歩を遂

げてきた。 
フェーズ 1 よりビジネスコース（基礎、上級）の講義は一貫して、短期間で実践の場で

活用できる知識の取得を目指しており、大企業を中心に多数の社員が派遣されるなど、企

業人材の育成に大きく貢献してきた。プロジェクト開始後数年経て、より一層実践的な講

義を期待する声が高まり、フェーズ 2 ではこうしたニーズを反映したカリキュラムの検討

が行われた。特に各企業の経営課題や、起業を目指す若手経営者が抱える課題など、多様

化した受講生のニーズを考慮した起業論の講義や、各企業対する個別の経営診断・現場指

導が導入された。これらは日本的経営を重視した内容で、画期的な取り組みとして、受講

者から高い評価や関心を集めた。フェーズ 2 の修了生から抽出したサンプルを対象とする

満足度調査によれば、「満足している」と回答した受講生は一般コースで 63%、MBA コー

スで 88%を占め、実際の業務に役立ったとの意見も多く、「就職の機会を得た」、「会社の業

績が向上した」、「収入が向上した」など実際的な利益が見られたとの回答は（見込みも含

めると）一般コースで 79%、企業診断で 100%に達した。MBA コースで 46%であったが、

アンケートの対象者は第一期生と第二期生であり、本年 3 月に第一期生が卒業することか

らすれば、高い数字であると言え、実践面での高い有用性に対する評価は総じて極めて高

い。 
2008 年 9 月より、ラオス国立大学との合同でより高度なビジネス人材育成を目的とした

1 年半の正規の MBA コースが開講され、現在一期生 35 名、二期生 38 名が在籍している。
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同年 11 月現在、ビエンチャン市内に一部社会人を対象としたビジネスコースを開講する機

関は LJC 以外に 3 機関あるが、その講義内容は理論に重点が置かれ、（対象・時間帯も）

限られており、LJC の活動の高い実用度・優位性は産業界・学術界から認められている。 
かかる LJC ビジネスコースが果たした成果は、同国政府から高く評価されているほか、

市場経済化と 2015 年の ASEAN 域内経済統合の加速化に伴い、それに資する人材の育成の

必要があることから、2010 年前半に LJC をラオス国立大学の学部と同レベルの「インステ

ィテュート」に格上げすることが見込まれている。 
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成果２．ラオスにおけるビジネス人材育成の基盤を確立 
1. ラオス側の高いオーナーシップ 
2. ラオス側の応分のコストシェア（ラオス側１：日本側１） 
3. 充実したカウンターパート配置（2000 年 1 人→2008 年 15 人。通常定員 10 人） 
4. 低い離職率 （フェーズ 1 開始時点から３名） 
5. 高い現地講師による授業率（時間単位 84％、講師人数 85.7%、2008 年 4 月時点） 
6. 積極的な収益事業の多角化による収入の向上（2005 年度比で 3 倍（2008 年度）） 
7. インスティテュート化による更なる基盤強化 
 
フェーズ 1 開始当初、財政面での自立発展性確保は他国日本センターと共通した課題で

あった。当初から、LJC の運営に必要な光熱費と通信費等はラオス側が負担し、受講料収

入から、ビジネスコースの現地講師への謝金、日本語コースの非常勤講師の講義謝金や少

額の消耗品購入費等の費用が賄われてきた。フェーズ 1 時点では主にビジネスコースに自

己収入源が集中したが、センター事業の公共性の高さに鑑み、授業料設定は低廉に抑えら

れていたことで、十分な収入源確保には至らなかった。そのため、2004/2005 年度の事業運

営費の JICA 負担率は 70.8%となっていた。 
フェーズ 2 が開始してからは、ラオス側のオーナーシップの下、自己収入の多角化を目

的として、様々な収益事業が積極的に導入された。特に 2008 年には高まるビジネス人材育

成のニーズに対するラオス側の要請により、FEBM との共同による正規の MBA コースが

導入された。MBA コース（1.5 年間のコース）の受講料は 2,500 ドル/1 名と、現地物価に

比して高額であるものの、受講希望者は定員を上回り、初年度から同コースだけでも受講

料総収入は$55,273 に達している。 
そのほかラオス日本留学フェア、日本の大学生のスタディツアー受入、日系企業職員の

日本語研修、JOCV の現地語学研修な

ど、利用者の多様なニーズに応えたサ

ービスが、両者の協働の下で提供され

ている。これら収益事業は、収入の拡

大・安定化に大きくに貢献し、2008
年度は、フェーズ 2 開始時点の 2.9 倍

に当たる約 173 千ドル強の自己収入

を得ている。 
また、上述の通り、本プロジェクト

が FEBM との協働で実施されてきた

ことで、LJC スタッフの多くが大学か

ら派遣される公務員である。当初 2 名のみの C/P 体制で開始された本プロジェクトであっ

た。しかし 10 年をかけてラオス側の配慮により C/P の配置体制が着実に整い、現在は大学

収益事業多角化による自己収入の推移（2005～2008）
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に配置できる上限を超えた人数の C/P を配置しており、職員全体の現地化率は 91%となっ

ている。 
講師の現地化率も高く、ビジネスコースは、講義時間全体の 84%、講師の人数の 85.7%

を現地講師が行っており、過去 10 年間で現地講師が知識・経験を積み重ねる機会を得るに

至っている（2008 年 4 月時点）。なお、これまでの LJC 全体のスタッフで離職者は 3 名に

留まっている。 
こうしたラオス側の自主的なイニシアティブにより、フェーズ 2 終了までに LJC 運営に

係る日・ラオス側の負担は 50%ずつとする具体的目標が掲げられていたが、2009 年 9 月末

時点で既にラオス側負担（自己収入及びラオス国立大学分）は約 63.6%に拡大し、JICA 側

負担は 36.2%に縮小している。 

 
MBA コースの第一期生 35 名は、2010 年 3 月にはラオス国立大学の正規の経営学修士号

が授与される予定で、同国の経済界、産業界を率いる国際水準を満たした人材として一層

の活躍が期待される。 
上述の通り、LJC の財政面、人材面の基盤は順調に確立されつつあり、2010 年 8 月以降

は NUOL 内で「センター」から「インスティテュート」へと格上げされることが見込まれ、

今後ラオス側のオーナーシップの下、より充実した機能・運営能力を備えた教育・研究施

設として更なる組織強化が求められている。

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%

2001/2002 2004/2005 2005/2006 2008/2009

0.6%
8.8%

17.3% 12.6%

99.0%
70.8% 59.6%

36.2%

0.3%
20.4% 23.0%

51.2%

Cost coverage ratio（2001～2009） 

LJC

JICA 

NUOL 

現在の C/P・スタッフ配置状況（09 年 9月時点）

 

当初の C/P・スタッフ配置状況（00 年 12 月時点）
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成果３．日本的経営を活かし中小企業の活性化に貢献（フェーズ 2） 
1. 経営診断受講企業のうち、受講した内容が実務に役立っているとの回答は 100% 
2. 受講の成果として、企業収益、収入向上等に繋がったと回答した受講生の割合も多い 
  ラオス政府は、第７次国家社会経済開発計画（NSEDP: National Social Economic 
Development Plan）において、民間セクターの振興が国全体の貧困削減、生活水準向上に

資するものであるとして、喫緊の開発課題の一つに位置づけている。世銀によれば、製造

業全体のうち、小企業（家内企業などのマイクロビジネス）は約 97%を占め、国営企業は

15%、中小企業・大企業のうち 35%が民間企業を占め、55%が外国資本との合弁事業であ

る(世銀(2008) “Lao PDR Economic Monitor”)（産業通商省の定義によれば、大企業は従業

員規模が 99 名以上、中小企業は 20～99 名未満、マイクロビジネスは 20 名未満を指す）。

同国政府の発表によれば、2009 年 11 月時点で、一日 1 ドル以下で生活する国民の割合が

26%となっており、依然貧困率は深刻な問題の一つである。一次産品に過度に依存し、製造

業が未発達であり、工業製品（建設機械、車両）、石油燃料の輸入依存度が高い脆弱な産業

構造となっている。 
ラオス政府は、2006 年には「中小企業の振興と発展に係る大統領令」を公布するなど、

中小ビジネス活動の活性化を進める施策を図っている。しかし、ラオス国内では未だ許認

可手続きの不透明性や煩雑さ、資金調達が困難であることは他の旧社会主義国同様、企業

活動を阻む要因として国際機関等から指摘されている。輸出企業に比べ、特に国内市場向

けの企業活動に対する高関税、厳しい審査は企業活動を阻む要因としであり、高税率を避

けるため家内企業に留まる企業も多く見られると言われており、依然としてラオス経済は

市場経済化が進んだ状態とは言えない。 
すなわち中小企業が占める割合が極めて高く、その数も拡大傾向にあることは、手続き

の煩雑さ、銀行の融資を得るのが困難などビジネス環境が整っていないことの証左である

とともに、中小企業の育成により、今後、貧困削減のみならず、就労機会の増加において

果たしうる役割が期待される。 
 LJC の受講生に占める中小企業勤務者の割合もフェーズ 1 半ば以降、徐々に増加傾向に

あり、フェーズ 2 では比較的高い割合を占めている。LJC は開始当初から、受講者の実質

的な経営ニーズに応えるカリキュラム・コースを模索してきており、特にフェーズ 2 から

は中小企業を対象とした実践ビジネス講座を企画してきた。ADB の調査では同国内の木造

加工業、製造業等の労働集約的な製造業のうち、家内企業・マイクロビジネスの割合が 46%
と多く、中規模企業が 22%でそれに続いているが、こうした状況に鑑み、起業を目指す若

手経営者を対象とした企業論や、2005 年 12 月から生産管理、品質管理の日本人専門家に

よる中小製造企業に対する経営診断・現場指導が導入された。 
 中小製造業企業の多くは、職人の技能、個人の勘による判断に頼った経営を行いがちで、

データやノウハウの蓄積がなされていない等の課題を共通して抱えている。調査団が行っ

たインタビューでも、会社として職人の技能向上には比較的積極的に取り組む一方で、儲
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けには疎く、事業計画の立案や次年度の受注予測を検討したことがないばかりか、マーケ

ティング戦略や顧客開拓、販売ルートの開拓などの知識は講義で初めて知ったと答える企

業が多かった。経営者の年齢が高いとなおさらその傾向は高く、過去の経験を検証し、理

論に基づいて利益の追求を重ねたり、モノ作りを改善するようといった市場経済の原理に

基づく企業経営からは遠い傾向が見られた。 
特に現場指導では知識をただ覚えさせ、反復させるのではなく、日本的な企業風土に基

づいた社内のコミュニケーション活性化により、従業員の意欲を引き出したり、中堅管理

職の役割を担うスタッフを指名し、他の従業員の指導を行わせ、知識・ノウハウのハンデ

ィを解消するような指導の方法を行っている。勤勉でまじめなラオス人気質に日本的な価

値観が受け入れられる土壌が存在するからこそ、ラオスでは日本的経営による技術・ノウ

ハウが企業の発展で果たしうる役割が大きいものと思われる。 
現場指導が開始されて、まだ日も浅く、現時点では顕著な変化は見られないが、受講者

に対するアンケートでは、知識を実践に活用した結果、会社の業績などの変化や、個人昇

進などの変化が見られたとの回答は 100%に達した。受講した中小企業経営者の多くが競争

力のある国内産業や雇用の創出のポテンシャルを活かし、ビジネスを通じた地域振興を志

していたり、地元の学生への奨学金の提供を考える経営者もおり、調査団が実施したイン

タビューによれば、ビジネスが実を結んだ暁には出身地域が抱える貧困や格差是正といっ

た課題を解消に努めたいとの回答も数多く聞かれた。LJC ビジネスコースを通じ、戦略的

かつ実務的なスキルを身につけ、社会的課題に対処する次世代のビジネスリーダーの育成

が期待されている。 
 
 
 
 
 

【成功事例①：縫製業 Daosawanh Garment 社長/工場長 Ms. Sigrong THAVIXAY 生産

管理、マーケティングコース、経営診断受講】 

 2006 年、母親が経営する印刷工場を引き継ぎ、縫製企業を創業。現在は経営者/工場長として 2,3

名の生産部門、6 名の事務員を抱えている。操業当初はミシンが 1 台しかなく自前で縫製ができ

ず、衣類を販売するに留まっていた。現在は工場として縫製も行っている。 

 学生時代から、縫製業で海外の市場に参入したいと思っており、社会人向けのビジネススクール

を探していた。LJC の存在は以前から知っていたが、日本的経営に対する好意的なイメージ、他

の機関の講義と比べて実践的な内容を学べることを知り、LJC に応募した。 

 コース期間中の 2007 年 6 月から、計 7 回に渡りを受け、日本的経営の特徴である「目で見る生

産管理」の概念の導入を図り、経営改善に着手した。 

 日本人専門家の指導により、過去の生産記録の整理により実稼働率を把握し、受注量が 2,000 枚

以上の場合は製造工程分析表を作成し、生産計画や作業配分の効率化に役立てた。また、従業員

の熟練度を増す訓練に労力を払い、同時に従業員の定着率を向上させるため、「講」を組織し従業

員同士の相互扶助促進を図った。 
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【 成 功 事 例 ② ： 日 本 製 中 古 ト ラ ッ ク 輸 入 業 SINO 社 長 Mr. Deuanepheng 
SOUKHOUMALAY マーケティングコース、経営診断受講】 
 

 受講当時、日本の輸出商社に対して輸入代金前払い送金を行っていたが、持ち逃げや倒産などの

リスク回避が困難と言った課題を抱えており、経営指導を受け、L/C ベースの後払い送金へと変

更、中古車到着後に品質確認後に支払うシステムを導入した。 
 CRM（Customer Relationship Management）の概念を経営に導入し、顧客のニーズにきめ細や

かに対応することで長期的な関係を築き、収益率の増大を目指した。同時に、市場需要の推移を

業種別、地域別に調査した上で、ターゲットを絞り込み、顧客のニーズ分析に応じた自社の

USP(Unique Selling Proposition：独自の売り・特徴)を顧客が共有できるよう、提案書に基づく

積極的なアプローチを行うようになった。 
 これらの成果として、輸入販売実績は拡大しており、今後の販売目標について「2011 年までの弊

社の販売目標は、2008 年時点の 150 台から 2 倍の 300 台を目指している。 

 学んだ知識は、従業員にも徹底するよう努めている。会社全体で、顧客重視の経営（信頼獲得）

を目指しており、潜在的な顧客とも長期的な関係を築けるよう努力するようになった。丁寧な応

対・接客を社員が心がけるよう指導しており、他の社員にも徹底できている。 

 顧客の購買欲を刺激するため複数の製品を示し、ニーズや好みに合わせて商品を勧める、適切な

タイミングで決断をする等、多くを実践に結びつけている。 

【成功事例③：Xang Phuan Noodle Company 経営診断受講】 
 

 経営診断・現場指導を通じ、従業員に 5S を徹底するよう努めている。しかし従業員間の教育レベ

ルのギャップや、地方出身者の中には衛生観念のギャップが大きい人もいるなど、徹底するには

困難な課題もある。現在、社内で 5S 担当者を設置しており、8月から 12 月に清掃完了の予定。 

 今後は日本的な考え方を軸に経営していきたいと考えている。日本的な考え方には自発的な変化

を期待する姿勢があると思う。また学んだ知識は従業員が内部から成長し、やる気を起こさせる

ことを待つという点で、実践的だと思う。 

 今後は機会があればマーケティングについて学びたい。また生麺のパック包装で保存料なしで行

う方法を導入したいが技術的に難しい。また輸入のうるち米を使用し、乾燥麺の製造にも着手し

たいが資金が不足している。ビジネスを拡大するには銀行からの借り入れが必要だが、金利は 12

～18%で、外国からの支援なしでは実現は不可能。 

 近いうちに FAO 基準に沿って保健省が定めた基準（GMP, Good Management Practice）で認可され

る見通しで、安全な食品を製造する工場として認知されるようになると期待している。国際基準

に則った食品を製造する工場として、ラオス国内のモデル的な存在を目指している。
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【成功事例番外編：大企業でも実践される日本的経営 Lao Tobacco の事例】 
 

 ラオタバコはラオス政府（41%）と Imperial Tobacco との JV による 2001 年設立、前身は Lao タ

バコ。従業員は 510 名。ラオス国内で最も大きい企業。 

 Imperial Tobacco 中国支社の工場長として勤務時代に 5S を推進した経験のある同社幹部が、新聞

に掲載された LJC ビジネスコースの広告から 5S が学べると知り、25 名の職員をコースに送った。

LJC は最も良いビジネスコースを有する学校として定評が高かった。 

 受講後、修了生 5名を中心とする 5S 委員会を社内に組織し、各部署から担当者を募るなど、社内

で積極的な取り組みを行った。当初は「忙しいから不可能、「時間の無駄」、「清掃婦の仕事」と取

り合わない社員も多く、協力者を得ることが難しい面もあり、必ずしもすべての部署が協力して

くれたわけではなかった。しかし、徐々に賛同者が増えていった。 

 5S 委員会は週に一度会合を行い、5S プロモーション計画を本年 7月に作成した。また来年 6月を

めどに、より規模の大きいマスタープランが策定される予定。 

 現在では 5S は浸透しつつあり、必要なもの・不要なものが明確に整理され、道具など全ては片づ

けられるようになるなど、職場環境がスムーズになり、生産効率が改善されるなどの成果が見ら

れた。 

 「5S 推進」を行ったのは社内で評価され、将来的に昇進に結びつくと期待している。 
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成果４．日本・ラオス両国の相互理解促進 
1. 日本語学習者の数が 2006 年 493 人から 2008 年 540 人に増加 
2. 国費及び JDS による日本へ留学するラオス人の数が 2000 年 50 人から 2008 年 58 人

に増加 
3. 日本留学フェアを開催し、2005 年 56 人、2008 年 71 人、2009 年 361 人のラオス人が

参加 
4. 相互理解促進事業の実績（過去 4 年間に 618 のイベントを実施し、合計 34,951 人が参

加） 
5. 日本企業、日本関連団体（本田財団等）との連携 
6. 将来、日本語を活かした故郷の観光開発など、地元への貢献を望む修了生もいる。 

 
同国において、LJC は日本語コース、文化紹介を実施する機関として、最も知名度の高

い機関である。2001 年に同国で先陣を切って日本語コースが開講され、国内で最も高い授

業レベルを誇っている。日本語コースの受講者数は、フェーズ 1 時点と比較して若干減少

傾向にあるが、どの時点においても受講生からの満足度も高いものとなっている。 
ラオスには 60年代後半より国費留学プログラムが導入され、その後一時中断したものの、

80 年代後半に再開し、以降様々なプログラムが実施されている。2000 年には JDS プログ

ラムが開始され、留学生数は大幅に増加した。国費及び JDS による留学生総数は 2000 年

に 50 名であったが、2008 年には 58 名へと増加しており、全てのプログラムにおいて着実

に定員枠が増員されてきている。私費留学生を含む正確な留学生数は公表されていないが、

留学生ビザの発行件数も、

2006 年 70 件、2007 年 81 件、

2008 年 78 件と増えてきてい

る。留学生の主な研修・研究対

象分野は、経済・経営学、工学

（IT、建築）、教育学が多いほ

か、NUOL 文学部日本語学科

創設に伴い、日本語・日本文化

及び日本語教授法への進学希

望者も増えている。LJC では

留学フェアを開催し、出席者は

2008 年には 71 名であったが、

2009 年には 361 名へと急増し

ており、日本留学への関心の高

まりが伺える。 

国費及び JDS による日本留学生の推移 

 

 00 01 02 03 04 05 06 07 08

研究留学生 4 5 4 3 3 5 5 5 5 

研究留学生（技協

枠） 

2 1 2 1 1 1 1 0 - 

学部留学生 5 5 3 3 1 3 1 1 2 

高等専門学校留学

生 

9 9 10 11 13 15 14 15 17

教員研修 2 3 3 3 3 3 3 2 2 

日本語日本文化 - - - - - 0 1 1 1 

AYF 2 2 2 2 2 2 2 1 2 

YLP - 1 2 3 3 3 4 6 3 

JDS 20 20 20 20 20 20 25 25 25

合計 50 52 54 56 58 56 55 59 58
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相互理解事業も過去 4 年間に計 618 回行われたが、内容も文化紹介、学生間交流、JOCV
研修など多岐に渡る事業が行われている。いずれも来場者から好評を博しており、参加者

は年々増加傾向にある。また、付属の図書館には蔵書や DVD など日本を紹介する資料が大

変充実しているため、利用者数も年々増加傾向にある。その他、LJC は独自のラジオ番組

を有し、週に一度 LJC の活動や、新任の青年海外協力隊員を紹介するといった内容の番組

を全国向けに放映しており、

放送局に対し、放映内容に

関する問い合わせが月平均

で 50 件程度寄せられるな

ど、ラオスにおける相互理

解促進において果たしてい

る役割は大きい。 
また、本田財団との協働

による YES 奨励賞（科学技

術の発展を担う若手リーダ

ー育成事業）の奨学金オリ

エンテーション、現地日系

企業からの依頼を受けた就

職フェアや、企業現地職員

の日本語コースの開催、日

系企業による日本語コース

優秀者へのスカラーシップ

提供など、官民連携の好例

とも言える活動が多数展開

されている。 
 
 
 
 
 

リスト：2009 年度 LJC 相互理解事業（9月末時点まで） 

☆は他団体との連携による事業 

タイトル 年月日 内容 参加人数 その他備考

JOCV研修：ラオス
語授業

2009年3月30日～
4月29日

ラオス語授業 7
JOCV平成20年度4
次隊4名＋SV3名対
象

JOCV研修：ラオス
文化紹介セミナー
及び課外研修アレ

2009年4月1日～3
日, 6日, 7日, 10日,
27日

公共施設利用法等 7 同上

日本語学科向け
日本文化体験講
座

2009年5月8日,15
日,20日

浴衣着付け、書道、茶道 19
JOCV平成20年度4
次隊4名＋SV3名対
象

ラオスダンス講習
会

2009年5月9日, 16
日, 23日, 30日

ラオス人を対象としたフルーツ
カービング講習会を実施。

12 有料　50,000Kip/人

フルーツカービン
グ講習会

2009年5月16日,
23日, 30日

ラオス人を対象としたダンス講
習会を実施。

9 有料　60,000Kip/人

日本映画上映会 2009年5月30日 「マリと子犬の物語」上映 35
JＥＮＥＳＹＳ 2009年5月30日 文化紹介法等 22

ラオス料理教室
2009年6月1日, 8
日, 15日, 22日,　29

外国人を対象としたラオス料理
教室を実施。

2
有料　250,000Kip/
時間

JOCVインタビュー
収録

2009年6月10日 ラジオ向けJOCVインタビュー 2  

留学説明会 2009年6月13日 奨学金の説明 125  
フルーツカービン
グ講習会

2009年6月13日,
20日, 27日

ラオス人を対象としたダンス講
習会を実施。

7 有料　60,000Kip/人

日本映画上映会 2009年6月27日 「僕の彼女はサイボーグ」上映 210

ラオスセミナー 2009年7月1日
ラオス大学生及び外国人を対
象としたラオス文化紹介

38 無料

日本料理講習会 2009年7月4日
増山SVによる当センタートレー
ナーに対する日本料理教室

12
外部者のみ有料
50,000Kip/人

本田奨学金オリエ
ンテーション

2009年7月8日 本田財団YES奨学金の説明 200

JOCVインタビュー
収録

2009年7月9日,16
日

ラジオ向けJOCVインタビュー 6  

JDS研修者への事
前研修

2009年7月14日
日本文化紹介（日本料理）、ア
カデミック・ライティングの研修

20

エッセイコンテスト
入賞者研修

2009年7月24日-
25日

ラオス文化体験講座（日本料
理、民族衣装、ラオス舞踊）

21

映画上映会
2009年8月1日, 29
日

「Ｌの世界」「マリと仔犬の物語」 20

日本料理講習会 2009年8月8日
増山SVによる当センタートレー
ナーに対する日本料理教室

10
外部者のみ有料
50,000Ｋｉｐ/人

学生間交流 2009年8月12日
名古屋学院大学と日本語コー
ス
学生の交流

43
名古屋学院大学19
名
日本語コース24名

日本文化紹介 2009年8月12日
ビエンチャン特別市内の子供達
への日本文化紹介（浴衣着付
け、盆踊り）

65  

ラオスセミナー 2009年8月19日
ラオス大学生及び外国人を対
象としたラオス文化紹介

49 無料

フルーツカービン
グ講習会

2009年8月15日,
22日, 29日

ラオス人を対象としたフルーツ
カービング講習会を実施。

6 有料　50,000Ｋｉｐ/人  
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【成功事例：日本語学習者・相互理解事業参加者】 
 

 現在、日系企業で通訳・翻訳のアルバイトをしながら、LJC において日本語コースを受講してい

る。日本語学習を始めた当初、ガイドとして働くことに関心があった。 

 LJC の日本語コースは、他の日本語学校よりも教授法が良いと評判が高い。日本人講師もラオス

人講師も大変教授法が優れていて、熱心にユーモアをこめて教えてくれるほか、激励の言葉をか

けてくれる。 

 現在の夢は、日本語能力を活かし、故郷の観光開発に貢献すること。そのために日本語学校およ

び日本語ガイド養成学校を開講して、LJC の日本人講師のような先生を目指している。今は、日

系企業で働きながらお金を貯めたい。 

 相互理解コースには全て参加してきた。盆踊り、生け花、オペラなどが面白く、これからも相互

理解事業への参加を通じ、日本に関する知識を増やしていきたい。
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３．基礎情報 
（１）現地収集情報 

仮説 根拠 情報収集方法 

・FEBM 支援として 4,285 名（経済学部 1,730

名、経営 2,555 名）輩出 

・企業にとって即戦力となる人材を 2,677

人輩出（ラオス人講師 2,039 名、日本人に

よる実践的ビジネスコース 377 名、ラオス

人ビジネスコース 261 名） 

 

①LJC データ 

②インタビュー 

・同国初となるラオ語によるビジネス関連

テキストを製作（2001 年）テキストの種類

は、上級・初級各８種類 

 

①LJC データ 

②インタビュー 

③類似施設対象の質問票 

・社会人に対する短期のビジネスコースを

設けた施設は同国で初 

受講生に対する質問票結果 

①LJC データ 

②インタビュー 

③類似施設対象の質問票 

・MBA コースの開設により、更に高度なビジ

ネス人材を育成（第 1期生 35 人、第 2期生

38 人） 

①LJC データ 

②インタビュー 

１．ラオス国

内におけるビ

ジネス人材育

成のパイオニ

ア的存在であ

り、市場経済

化を牽引する

人材を育成 

・ライセンス取得や高税率など企業の活動

環境は整備されているとは言えず、民営化

など市場経済化進展状況は緩やかなものと

なっている。 

 

WB  "Reducing Investment 

Climate Constraints to 

Higher Growth"など 

・現地サイドのコストシェアが 51%。 ①LJC データ 

②インタビュー 

・C/P の配置が 15 名と充実しており、大学

が配置できる定員（10 名）の上限を超えた

人数が配置されている 

・職員の現地化率は 91% 

・ビジネスコース講義時間全体の 84%、講師

人数の 85.7%を現地側が行っている 

①LJC データ 

②インタビュー 

②ビジネス人

材育成の基盤

の確立 

・2008 年より、ラオス側の要請で、経営学

の正式な学位を与える MBA コースが開設、

第一期生 35 名、第二期生 38 名。 

①LJC データ 

②インタビュー 
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・様々な収益事業が実施された結果、コー

ス収入が大幅に増加した（フェーズ 2 開始

時点の 2.8 倍）。 

・MBA 初年度受講料は$55,273。 

MBA コース以外に、留学フェア、JDS 支援、

協力隊員の語学研修、日本の大学のスタデ

ィツアー受入、本田財団奨学金説明会、日

系企業の現地職員日本語研修等 

①LJC データ 

②インタビュー 

・ポストフェーズ 2 より、センターのイン

スティテュート化が見込まれている 

①LJC データ 

②インタビュー 

 

・経済に占める大企業、中企業、小企業、

国営企業、民間企業の割合 

ビエンチャンタイムズ 

国際機関報告書 

③ラオスにお

ける中小企業

の活性化に貢

献（主にフェ

ーズ２） 

・過去のビジネスコース、経営診断受講者

のうち、中小零細企業経営に携わっている

人材の割合 

 

①インタビュー 

②アンケート配布 

 

日本語教育・相互理解事業を行う施設が皆

無であったところに、初めて創設 

①インタビュー 

 

日本語学習者数が 2006 年 493 名から 2008

年 540 名へ増加 

日本への留学生数は 2000 年 50 名から 2008

年 58 名へ増加した 

①LJC データ 

②インタビュー 

LJC の紹介を通じ、日本企業への就職など日

本語関連の職を得たとの事例あり 

①LJC データ 

②インタビュー 

日系企業など、日本関連団体との連携事例 ①LJC データ 

②インタビュー 

④日本・ラオ

ス両国の相互

理解促進に寄

与している 

図書館、ラジオの広報的役割 ①LJC データ 

②インタビュー 
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（２）面談録 
LJC 日本人専門家との面談 
2009 年 11 月 9 日（月） 

10:30－12:00 場所：LJC 

先方：佐藤リーダー、岩館専門家、吉村所員 

当方：調査団（野村、松下） 

野村団員より、本調査団の訪問目的を述べ、これまで 10 年間日本センターが果たしてきた

役割と成果について問うたところ、概ね以下の通り発言があった。 

1. 日本センタープロジェクトは、同国内で初めての経済・経営学の高等教育機関であり、

フェーズ１は運営の基礎固め期間として、FEBM の大学生を数千名教えてほか、社会人

（国営企業）に対してもビジネスの基礎に係る講義を行った。フェーズ 2 では、理論

と実践双方を組み込んだ日本的経営に関するコースを開始し、同時に MBA コースを開

設したほか、センター運営の強化を行っている。 

2. 2001 年の最初の卒業生（100 名未満）は、現在各省（財務省、商工省）に勤務してい

る可能性もあるが、年齢的には 30 歳前後と若いため要職に就いているかは疑問。従来、

ラオスの大学には就職支援課が存在しないため、卒業生が就職した企業等の追跡調査

は行われておらず、既存資料も存在しない。 

3. LJC は、自己収入確保の取り組みを熱心に行っている。MBA は 30 ドルという比較的高

額の授業料であるが、受講生からの関心は高く、授業料収入は財政的な自立発展性に

も大きく貢献している。MBA は、日本の経験の中で、ラオスに導入したら有効と思われ

るテーマを選び、実践的な講義を行うよう配慮されている点が評価されている。 

4. 将来的にセンターは Institute に格上げしラオス国立大学の付属施設となれば、同大

学の工学部、情報学部、法学部など他学部からの講師招聘が可能になるほか、各国の

研究施設との連携する上でもより有用となる。現在、同大学内で LJC に隣接する土地

に、孔子学院の建物が建設される予定だが、同学院は Institute の名前が付けられて

いる。 

5. 同国内の日系企業で最大規模の企業は王子製紙であり、ビジネスコースを最高の成績

を修めた生徒に対する奨学金（4,000 円）を支援している。ミドリ安全は安全靴製造で

東南アジアで初の工場を創設し、ミドリ安全の本社に派遣する現地社員の日本語コー

スを実施していた。また同社の就職説明会、工場説明会をセンターで実施したことが

ある。 
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マニソット LJC 所長との面談 

2009 年 11 月 9 日（月）14:30－15:40  

場所：LJC 

先方：マニソット所長 

 当方：調査団（野村、松下） 

野村団員より、本調査団の訪問目的を述べ、これまで 10 年間日本センターが果たしてきた

役割と成果について問うたところ、概ね以下の通り発言があった。 

 

1. LJC にはフェーズ 1 の頃から関与を続けている。LJC は、日本側の長期派遣の専門

家が多く派遣されており、また運営をラオス側に任せるなど、他ドナーによる支援

と比較してもユニークなプロジェクトと考えている。 

2. 他ドナーによるビジネス人材育成の研修は理論に特化しているケースが多いが、

LJC のビジネスコースは理論と実践の両面からのアプローチがとられており、有益

である。またセンターによるビジネスコースが 2か月と比較的長期であるのに対し、

UNDP は 1 週間と短かった。LJC は地理的にアクセスが良いとは言えないものの、LJC

に受講希望者が多く集まるのは、受講者などからの高い評価を得ていることの証左

と言える。 

3. 日本センタープロジェクトの成果に感謝しつつも、日本政府も未来永劫にわたり支

援可能でないことは十分承知しており、JDS プロジェクトへの支援、JVC に対する

語学研修など、収入源を多角化することで、運営費の半分、電気、水道料金負担が

可能になっている。 

4. 他方、LJC は受講者の定員を限定し、コースの質を維持しており、1 講座あたり 60

名の応募に対し、定員は 40 名程度に設定している。他国による類似プロジェクト

として、中国、ベトナムによる MBA コースがあるが、中国は定員が多く 70 名から

80 名を 1講座に受け入れているが、またベトナム・中国によるコースは現地人講師

のみ。 

5. 今後 Institute に格上げされれば、スタッフも増員でき、企画も充実化することが

見込まれるため、現在プロポーザルを策定しているところにある。 

6. LJC プロジェクト運営の発展段階を分析すると、以下のとおり。 

 1－2 年目(フェーズ 1)：日本人専門家中心のセンター運営フェーズ 

 3－5 年目(フェーズ 1)：ラオス人スタッフへの知識・技術移転フェーズ 

 6 年目以降(フェーズ 2)：ラオス人スタッフ中心の運営フェーズ（ローカルスタッ

フをセンターの収入で雇用できるようになった） 

７. LJC ビジネスコースの発展段階を分析すると、以下のとおり。 

 フェーズ１：理論重視型（市場経済とは何か、わからないラオス人が多いなか、

基本的なことから教える必要があった。また参加者は企業の幹部が比較的多かっ

た。部下を信用することができない幹部が自ら LJC に学びに来ていた） 
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 フェーズ２：実践重視型（市場経済とは何か、基本的なことがラオス人に理解さ

れてきたと考えられたため、理論に加え実践面を重視。フェーズ１期間中に学ん

だ人が実践面を学ぶため、再度 LJC に戻ってきた。また受講生は比較的若い層が

増えた） 
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LJC ビジネスコース専門家との面談 

2009 年 11 月 10 日（火）11:05～12:00  

場所：LJC 

先方：吉川専門家 

 当方：調査団（野村、松下） 

野村団員より、本調査団の訪問目的を述べ、これまで 10 年間日本センターが果たしてきた

役割と成果について問うたところ、概ね以下の通り発言があった。 

 

1. フェーズ 1 開始当初、受講者の大半は政府関係者か企業のトップで、市場経済化以前

のマインドを変えることに注力したようである。フェーズ 2 の前半は製造業に的を絞

ったコースを実施したが、同国企業のうち製造業の割合は 15%程度に過ぎず、大半はサ

ービス業であったため、後半はサービス業を含む全産業に対象を拡大したことで、応

募者が圧倒的に増えた。 

2. またフェーズ 2からは比較的若い受講生が増えた。MBA コース受講者の平均年齢も 1年

次 33 歳、2年次 30 歳と若い。マーケティングコースは 27 歳前後で女性が比較的多い。

企業トップに就く年齢層は、依然旧態依然としたマインドが残っており、新しい知識

を身に付けることに積極的でない。「トップマネジメント」講座を開講したが、集まっ

た受講者は企業のトップではなく、30 歳前後の若手であった。 

3. ラオス人は「共生」を重んじる文化で、「競争」には馴染みにくい。これは人口が少な

いことによるものと考えるが、市場経済化が進まない要因の一つになっていると思わ

れる。ASEAN 統合が近づいているものの、危機感は感じられない。 

4. LJC では若手の起業家をもっと支援すべきと考える。銀行とのタイアップにより資金支

援なども出来ると良い。MBA 受講生も起業への関心が高いが、サポートを必要としてい

る。 

5. またラオス資本の企業を積極的に支援したい。一般的に労働者は学歴が低く、能力が

高いとはいえないため、これら人材を監督するマネージャークラスの若手人材を育成

したい。例えば衣料品製造業は従業員の雇用人数が最も多いため、支援する価値があ

ると考える。 

6. ラオス商工会議所は、日本と違い企業が法規制を順守しているかを監督する役割を担

っているに過ぎず、企業に対する情報提供サービスを行っておらず、LJC が変わって情

報提供を行う機能を担ってはどうかと考える。なお LJC はこれまでも商工会議所と連

携した実績があり、2 名の職員（過去に吉川専門家が SV として商工会議所勤務時に育

成した職員）を LJC のマーケティングの講師として活用している。 

7. LJC のビジネスコースは実践的と言われるが、ケーススタディやシミュレーション（ビ

ジネスプランの作成とプレゼンテーション）、企業訪問、第一線で活躍する企業家によ

る講演を通じてそのような「実践的」なコースを作り上げている。「現場がイメージで

きる講義」を常に意識している。ラオス商工会議所で SV をしていた際、他のビジネス
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コースを多く見てきたが、このような実践的なコースを行っているところは他になか

った。 
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LJC 日本語専門家との面談 

2009 年 11 月 10 日（火）9:30

～10:30 場所：LJC 

先方：野村国際交流基金派遣日本語教育専門家 

 当方：調査団（野村、松下） 

野村団員より、本調査団の訪問目的を述べ、これまで 10 年間日本センターが果たしてきた

役割と成果について問うたところ、概ね以下の通り発言があった。 

 

1. LJC はラオス国内の日本語教育機関の先駆けであり、開設当初は高い期待を集めていた

が、現在は日本語学校が数校開講していることもあり、以前ほど高い関心を LJC が集

めているとは言えず、受講者は開講当初の 10 分の 1程度。ただし、質の高い日本語教

育を受けられる唯一の教育施設として依然意欲のある学生を集めている。 

2. LJC はフェーズ 1で初級クラスを開講、その後開講した中級クラスに継続学習者が学ん

でいるが、中級から上級に至るまでは３年要すると言われており、同国内ではまだ中

級レベルである（国内の２級以上保有者は 20 名以上と推測、センター職員は 3 名が 2

級を有する、今年度受験者 3名のうち 2名は基準点に達すると推測） 

3. 学生が日本語学習を開始した動機の多くは、日本や日本文化への興味といったものが

多いものの、上達するに従い、就職・留学のためといった明確な動機を持つようにな

る。実際に初級後半の時点で、明確な将来の展望を持って学ぶ学習者は上達が早い。 

4. 今後センターが Institute に格上げされることが検討されているが、一方で国際交流

基金は文学部日本語学科を日本語教育の拠点校とし、専門家の派遣を行わない予定で

ある。国際交流基金などの事業申請において、プロポーザル等の書類作成・確認を行

う人材が確保できるのか懸念される。 

5. 日本語教育は必ずしも日系企業への就職に結びつくものではないため、LJC は特定の企

業の要望に応じ、会社説明会やガイド説明会を行っている。日系企業は日本語能力、

親日感情、身元がはっきりしていることを採用条件としているようだ。 

6. 一般的にラオス人は自らの将来の展望についてのアイディアが乏しい傾向があるが、

LJC で学ぶことで自発的に考える習慣を身につけた学習者がいたと聞く。LJC が異文化

理解を担う人間を育成する、という役割を担っていける存在であることを望んでいる。
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LJC 副所長（ラオス側 CP）との面談 

2009 年 11 月 10 日 13:00～13:50 

場所：LJC 

先方：Bounlounane DOUANGNGEUNE 副所長 

当方：調査団（野村、松下） 

野村団員より、本調査団の訪問目的を述べ、これまで 10 年間日本センターが果たしてきた

役割と成果について問うたところ、概ね以下の通り発言があった。 

 

1. 日本センタープロジェクトには、2005 年 8 月より関わってきたが、フェーズ 1 からフ

ェーズ 2 に移行する時期にあたり、設立当初にビジネスコースに対する高い需要が満

たされたと言える状況で、受講希望者が減少していた時期であった。 

2. こうした状況を受け、フェーズ 2 では実践的内容のビジネスコースを実施したほか、

収益が見込める事業を活動に加えていった。MBA 開講、JDS プロジェクト支援が一例で、

その結果現在は 51%をラオス側が負担している。 

3. 日本語コースについても、国際交流基金専門家により運営される唯一の機関で、信頼

性の高さを誇ってきた。 

4. フェーズ 2 終了後は Institute に格上げされることについて、教育省が特段異論を唱

えているということはないが、WTO 加盟、ASEAN 統合など、活発な経済の動きに対応さ

せた人材育成ができるよう両国側で議論の必要がある。 

5. これまでの修了生で同国のビジネスを牽引する人材は存在すると思うが、比較的に若

年層であるため少数であると思う。企業としてはビエンチャンスチール、製薬工場か

ら従業員を受講させてきているため、企業を率いる人材は何人かはいる可能性はる。

リピーター企業は小さな企業が多く、レジータなどから数名の受講者を受け入れてい

る。ラオビールは大企業であるが、同社が求める内容は LJC のコースと異なっている。
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ラオス国立大学副学長との面談 

日時：2009 年 11 月 10 日 

場所：LJC 

先方：Dr. Saykhon SAYNASINE 

 当方：調査団（野村、松下） 

野村団員より、本調査団の訪問目的を述べ、これまで 10 年間日本センターが果たしてきた

役割と成果について問うたところ、概ね以下の通り発言があった。 

 

1. 日本センタープロジェクトは、「ラ」国内で実施される JICA プロジェクトで最も有益

なプロジェクトの一つと考えている。「ラ」国が初めて市場経済導入を開始した 1986

年当初、市場経済化を牽引する人材の不足が深刻であった。 

2. フェーズ 2 では、企業が多くの受講生を送り、理論と実践両面からの経営に関するコ

ースが行われた。また MBA コースも開講し、経済経営学の修士号取得が可能となるな

ど、人材育成面での貢献は大きい。日本語コースではすでに 2,000 名以上が学び、日

本留学や生活に関する情報提供も行われている。 

3. センター運営においては、コストシェアの点でラオス側のオーナーシップが発揮され

ており、他国の日本センターと比較しても誇らしく思う。経済経営学部と合同での MBA

コースはその好例であり、1期生 35 名の定員に対し 100 名の応募者を集めた。 

4. 今後 ASEAN 統合による何らかの影響は避けられないが、それに備えることは容易では

ない。同時に証券市場開設など多様な経済のニーズに合致したコースを充実化させる

必要がある。 
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LJC 相互理解専門家との面談 

2009 年 11 月 11 日（水）9:00

～10:30  

場所：ラオプラザホテル 

先方：三好相互理解専門家 

 当方：調査団（野村、松下） 

野村団員より、本調査団の訪問目的を述べ、これまで 10 年間日本センターが果たしてきた

役割と成果について問うたところ、概ね以下の通り発言があった。 

 

1. LJC はラオス国内で日本の文化紹介事業を行う唯一の機関であり、この 10 年間の成果

としては、C/P が自主的にこれら事業の企画・運営を行ったり、日本文化に係る知識を

得て紹介する能力を身につけた点である（踊りのレッスン、日本映画の行事など）。開

設当初、相互理解の専門家は派遣されておらず、初代専門家の花園氏が相互理解の活

動を拡大させた。自分の任期中には活動を広げるよりむしろ、C/P の能力強化で、ラオ

ス側だけで運営できる規模の活動を行うようにしている。 

2. 収益事業は積極的に行っており、留学フェア（9 大学受入で 9,000 ドルの収入、収益

1,200 ドル）、本田財団奨学金説明会（7,000 ドル）の開催、大学のスタディーツアー

受入などを行っている。後者では JAOL（日本留学生会）の紹介で青山学院大学の学生

を受け入れたほか、中央大学の要請で NUOL 森林学部の学生とエコツアーに関する討論

会を行った。アレンジ料は一大学 80 ドル。また、業務委託型でジェネシス（21 世紀東

アジア青少年大交流計画(Japan-East Asia Network of Exchange for Students and 

Youths: JENESYS Programme)）を受け入れている。また収益事業の柱の一つに JOCV の

語学研修があったが、JDS プロジェクトオフィスを貸すことになり、部屋が不足するた

め現在は実施してない。 

3. 相互理解事業とビジネスコース、日本語コースとの連携を徐々に図っており、ビジネ

スコースとは盆踊りの場での日系企業の紹介、日本の NGO の紹介などを検討中。日本

語コースとはスタディーツアーの企画、留学フェアの企画を行っている。 

4. ラオス側は徐々に力をつけ始めているが、日系企業からの提案を受ける際の窓口など

日本人の存在が必要な場合もある。 
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教育省国際協力局長との面談 

2009 年 11 月 11 日 11:00～12:00 

場所：教育省国際協力局 

先方：Mr. VIRAVOUTH 教育省国際協力局長 

当方：調査団（野村、松下） 

野村団員より、本調査団の訪問目的を述べ、これまで 10 年間日本センターが果たしてきた

役割と成果について問うたところ、概ね以下の通り発言があった。 

 

1. LJC は過去 10 年間にわたり、両国間の友好促進に果たした役割は大きく、プロジェク

トが成功に導くため、プロジェクト管理が良好に行われたのは JICA のイニシアティブ

が発揮されたからである。フェーズ 1 は市場経済への移行に係る講義が行われ、数千

名の受講者が参加した。現在ラオス側所長を務めるマニソット氏は、開設当初から、

日本センタープロジェクトに携わることで多くを学び、能力を向上させている。 

2. 10 年が経過し、LJC は比較的財政面での持続性が確保されていることは評価に値する。

またここ数年、日本人専門家の投入により実施されている講義は市場経済化の動向に

即したニーズを反映しており、短期間の研修でも受講者の能力向上をもたらしている。

3. 昨今ではLJCプロジェクトをモデルとした類似施設の建設が相次いで予定されており、

大学内の敷地に孔子学院、ベトナムのセンターの設立が計画中である。ASEAN 統合が迫

るなか、グローバルな競争力のある技術を獲得できるかが課題であり、新フェーズで

は地元の産業を活性化させる方策に取り組むことができればよいと考える。 

4. ラオスの高等教育機関における課題の一つは民間セクターとの連携であるが、LJC はこ

の点でもモデルとなっていると思う。 

5. ラオスでは、労働市場に係るデータベースや統計が整備されていないため明確な数値

を得られないが、日本同様中小企業の割合が高く、LJC において中小企業支援を継続し

て欲しい。特に起業家を志し、国の発展に貢献したいと考える若年層が多い。 
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LJC ビジネスコース受講生との面談（中古車輸入販売会社） 

日時：2009 年 11 月 12 日 10:00

～11:00 

場所：ラオス企業 SINO 

先方：Mr. Deuanpheng Soukhoumalay SINO 社長 

 当方：調査団（野村、松下）、山本専門家 

野村団員より、本調査団の訪問目的を述べ、研修受講の成果を訪ねたところ、概ね以下の

通り発言があった。 

 

1. 19 歳の時に、田舎の SENO よりビエンチャンに上京し兄の経営する運送業者で働いてい

た。LJC のビジネスコース受講以前は、Lao-American カレッジで 5 年間英語とビジネ

スコースを学んだ。LJC に関心を抱いた理由は、マーケティングの知識が必要であると

感じていた矢先、新聞でビジネスコースの広告が目に留まったからである。

Lao-Americhan カレッジでも、LJC でも講義では SWOT 分析などが取り入れる等理論面

では一致しているが、LJC の講義ではビジネスの実践で、顧客との関係を長期的に維持

していく必要性が強調されている点が印象に残っている。 

2. 昨年 8 月に中古トラック輸入販売業を起こし、日本製トラックの日本からの輸入販売

を行っている。日本製トラックは高品質で当地でも信頼度が高いため、日本製以外は

取り扱っていない。ビジネスパートナーは東京と神戸にいる。 

3. 東京のパートナーとはタイで知り合い、当初は輸入代金を前払い送金する以外の方法

が分からず一回 60 万程度支払っていた。問題が発生した訳ではなかったが、不安を感

じていたため、マーケティングクラス講師の山本氏に講義終了後、支払方法に関し相

談したところ、L/C 決済に変更するよう指導を受けた。Lao-American カレッジではか

かる相談する相手がいなかった。 

4. ビジネスコースで学んだ内容で、最も印象的だったことは経営計画の策定方法、顧客

管理、顧客とのコミュニケーションの改善である。これらは受講以前には全く考えた

ことがなかった。特に顧客との信頼関係構築を重視することを学んだ。 

5. 先日、日本で行われた中古車のオークションに参加し、ビジネスパートナーの開拓に

も努めた。業績も拡大しており、本年は 12 月までに販売実績は 160 台となる予定 2008

年 9 月から 2008 年 12 月期間の実績で 30 台）。当初は販売目標すらなかったが、2011

年は 300 台に伸ばすことを目指している。 
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LJC ビジネスコース受講生との面談（製麺会社） 

日時：2009年 11月 13日 11:00

～12:00 

場 所 ： Xang Phuan Noodle 

Company 

先方：Xang Phuan Noodle Company 社長 

当方：調査団（野村、松下）、清水専門家 

野村団員より、本調査団の訪問目的を述べ、研修受講の成果を訪ねたところ、概ね以下の

通り発言があった。 

 

1. 1990 年に起業した。設立以前は産業省の職員兼ロシア語教員として働いていたが、経

済開放政策により、起業促進が行われた。当時は従業員が 5 名であったが、現在は 18

名に増え、うち 13 名が生産部門で働いている。 

2. 他国による研修として、2006 年、UNDP による生産性コース、APO の遠隔教育による輸

出促進セミナー、スイスによる Cleaner Production の講義を受けた。APO のセミナー

では 5S も講義内容に含まれていたが、2 時間と短期間であり、実践に移すには不十分

なものだった。 

3. LJC 受講を決めたきっかけは、APO のセミナーで知り合った人が LJC の講師になったた

め、LJC スタッフが受講を薦めてくれたからである。仕事で他のアジアの国を訪問する

会があり、ラオスはまだ発展していない部分があると痛感し、勉強の必要があると感

じていた。 

4. LJC のコースが他の研修と異なる点は、時間外でも指導を受けられ、現場で指導を受け

られること、色々な科目に係る知識がアップデートされる点である。受講以前は学ん

だことを実践する方法が分からなかった。従業員のモチベーションも上がったように

思う。 

5. 従業員に 5S を徹底するよう努めているが、教育レベルの低さ、読み書きができない人

材がいる、秤の使い方を知らないほか、地方出身者の中には衛生観念のギャップが大

きい人もあり、難しい点はある。現在、5S 担当者を設け、8月から 12 月に清掃完了の

予定。 

6. 今後は日本的な考え方を軸に経営していきたいと考えている。日本的な考え方には自

発的な変化を期待する姿勢があると思う。また学んだ知識は従業員が内部から成長し、

やる気を起こさせることを待つという点で、実践的だと思う。 

7. 今後は機会があればマーケティングについて学びたい。また生麺のパック包装で保存

料なしで行う方法を導入したいが技術的に難しい。また輸入のうるち米を使用し、乾

燥麺の製造にも着手したいが資金が不足している。ビジネスを拡大するには銀行から

の借り入れが必要だが、金利は 12～18%で、外国からの支援なしでは実現は不可能。 

8. 近いうちに FAO 基準に沿って保健省が定めた基準（GMP, Good Management Practice）
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で認可される見通しで、安全な食品を製造する工場として認知されるようになると期

待している。国際基準に則った食品を製造する工場として、ラオス国内のモデル的な

存在を目指している。 
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LJC ビジネスコース受講生との面談（家具製造会社） 

2009 年 11 月 13 日（月）14:20～15:00  

場所：Viengniyom Factory 

先 方 ： Mr. Phongpaseuth Lorvanxay

Viengniyom Factory 社長ほか 2名 

 当方：調査団（野村、松下） 

野村団員より、本調査団の訪問目的を述べ、これまで 10 年間日本センターが果たしてきた

役割と成果について問うたところ、概ね以下の通り発言があった。 

 

1. 1948 年から本工場での勤務を開始し、1996 年に工場長（経営者）になった。当座

の経営資金を兄から借りたところ、経営は順調だったため、2 年で余り元金を帰す

ことができた。1975 年に退職し、1984 年に家業を息子に譲ったものの 90 年代半ば

に赤字経営となり、再度第一線に復帰した。現在は家具製造以外に、スチール家具

の輸入、不動産業、稲作、金融業などを手掛けており、多角経営による売り上げは

月に 100 万バーツ（約 300 万円）に上る。 

2. 国内市場向けに製造を行う理由は、輸出できるレベルの技術・信頼性を有していな

いため。乾燥技術の不足、市場での信頼性を獲得し、将来的には輸出できる製品を

製造することが希望。可能になれば銀行からの融資を受けられる。 

3. 家具協会の副会長を務めている。家具協会には 57 社が加盟しており、平均で 10 名

以上の従業員がおり、大規模なものは 100 名や 200 名を雇用している。Viengniyom 

Factory は中規模クラスである。一般的にラオスの家具産業の問題点として従業員

の離職率が高く、優秀な人材はヘッドハンティングされる。Viengniyom Factory も

同様の課題を抱えており、高い技術を有する従業員には高い給与を保証する必要が

ある。 

4. 現在は国内市場向けに売れる製品を製造しているが、将来的にはデザインや品質な

どの面で外国から評価される製品技術を身につけたい。ニトリの話では、5S を導入

していないと日本に輸出できないと言われたことがあるため、LJC のコースで得た

知識は即活用できると考えている。 

－125－ 



 

 

日本語学習者・相互理解事業参加者との面談 

2009 年 11 月 17 日（月）9:30～12:30 

場所：ＬＪＣ 

先方：日本語学習者・相互理解事業参加者

計 3名 

 当方：調査団（松下） 

松下団員より、日本語学習及び相互理解事業の感想を問うたところ、概ね以下の通り発言

があった。 

１．日本語学習について 
 図書館を頻繁に利用するため、LJC に通うにつれ日本語コースを知った。 
 日本語学習は漢字学習が難しく、１年程度で挫折し、２年目は違う言語を始める人が

多い。自分は２年間勉強しているが、徐々に面白くなってきている。 
 LJC は日本人もラオス人も大変教授法が優れていて、熱心にユーモアをこめて教えて

くれ、励ましの言葉をかけてくれる。 
 日本語を始めた当初はガイドとして働くことに関心があったが、今は日本語学校およ

び日本語ガイド養成学校を故郷で開講したい。そのために日本留学をし、LJC 日本語

教師のような先生になりたいと思っている。 
 大学で観光学を専攻しており、将来は日本語を活かし旅行代理店に勤務したい。将来、

国主催の観光セミナーを受講し、ガイドとして政府公式認定されるようになりたい。 
 現在、大学で経済学を専攻しており、将来は UNDP で地方の開発に取り組みたい。自

分はテンパサット県出身であり、将来同県以外にもラオス全土の開発に貢献したい。 
 現在受講料は適切であると思う。将来的に上がると払えなくなるので、据え置きにし

て欲しい。 
 「みんなの日本語」は良い本だと思うが、難しいレベルの本がまだなく、今後上級に

進むにつれて、テキストをどう入手すればよいか心配。 
 ラオス国内の他の学校では、LJC で日本語のテキストを購入し、授業に使っている。

 
２．相互理解について 

 相互理解コースには全て参加してきた。盆踊り、生け花、オペラなどが面白かった。

ラオスの踊りやフルーツカービングも面白いと思う。 
 学習院女子大学の学生と地方でホームステーをした時は、学生との交流で刺激になっ

た。成長したいと思った。 
 今後、絵を描く、茶道・伝統文化、日本料理、お菓子作りのクラスに関心がある。 
 日本留学のチャンスがあまりないので、今後欲しい。 

 
３．図書館について 
図書館では婦人雑誌、ファッション誌、美容雑誌に関心があるので、頻繁に利用している。

－126－ 



 

その他、タイ語に訳された日本に関する図書が豊富なため、利用価値がある。 
 

 2008 年 7 月に日本ラオス投資協定が発行され、投資自由化、促進及び保護など投資

環境の改善に向けた両国間の法的整備が進められることとなった。日系企業にとっ

ては、ラオスの安く比較的優れた労働力が魅力であり、今後進出が拡大することが

期待される。 

 日系企業の進出拡大で、MBA コース修了生や各種ビジネスコース修了生などの高度

ビジネス人材のニーズは高まり、今後は LJC ビジネスコースの役割は大きい。プロ

ジェクト完了後に、日本が完全に撤退してしまえば、これまでの努力が水泡に帰す

こととなる。日本大使館としては次期フェーズで自立性を一段と高めつつも完全に

ラオス側に任せるのは時期尚早と考えている。 

－127－ 



 

 

ビジネスコース受講者との面談 

2009 年 11 月 17 日（火）13:30～18:30 

場所：LJC 

先方： 

 当方：調査団 

松下団員より、本調査団の訪問目的を述べ、ビジネスコースから受けた印象、受講した成

果などについて問うたところ、概ね以下の通り発言があった。 

 

1. 中古車輸入販売会社、SINO 社長 Mr. Deuanepheng SOUKHOUMALAY 

 日本はアジア経済を牽引する地域のリーダーとして、アジア諸国からの憧憬の的であ

る。日本型経営に対する関心も若手起業家の間では高いものである。受講料はそれほ

ど高いとは感じない。むしろ、得られるものと比較すれば安いものだと思う。 

 米国のマーケティングと日本のマーケティングは確かに理論上共通しているが、自分

が依然在籍したアメリカカレッジとは、教え方が格段に素晴らしい。受講生は皆引き

込まれており、内容も理解しやすくなるよう工夫していたほか、授業時間外でも指導

をして頂いているので、大変ありがたいと思っている。 

 学んだ知識は、従業員にも理解して貰えるよう努めている。会社全体で、特に大きな

変化が見られたのは、顧客との信頼関係であり、購入して貰えなかった場合にも将来

顧客になる可能性を考慮し、長期的な関係を築けるよう努力するようになった。また

事務所を訪問した客には、必ず水を出し、ソファーに座ってもらい話を聞くなど、丁

寧な応対・接客を社員が心がけるよう指導しており、他の社員にも徹底できている。 

 顧客の購買欲を刺激することも重要で、複数の製品を示し、ニーズや好みに合わせて

商品を勧める手法はマーケティングコースで学んだことを実践している。決断を遅れ

ないことを学んだ。 

 より難易度の高いマーケティングコースがあれば受講したい。時折通訳に間違いが見

られ、英語を解さない受講生には影響がでるのではないかと危惧される。 

 ビジネスコースで学び、現場指導を受けて、自分のビジネスに自信が持てるようにな

り、積極的になった。 

 

2. ラオタバコ株式会社 製造部社員 Mr.Vongvilay INTHAVONG 

 ラオタバコはラオス政府（41%）と Imperial Tobacco との JV による 2001 年設立の企

業で、前身は Lao タバコ。従業員は 510 名。ラオス国内で最も大きい企業の一つ。 

 LJC 受講を決定したのは、中国人の上司に勧められたため。上司は Imperial Tobacco

中国支社の工場長として勤務時代に 5S を推進した経験があり、新聞に掲載された LJC

ビジネスコースの案内から 5S が学べると知り、多くの職員をコースに送ってきた。LJC

は最も良いビジネスコースを有する学校として自分の周囲には定評があった。 

 受講して 5S をすぐに実践に移した。最初に、受講生 5 名を中心とする 5S 委員会を社

－128－ 



 

内に構成し、自分は事務局として、各部署から担当者を募るなど、中心的な役割を果

たした。当初は「忙しいから不可能、「時間の無駄」、「清掃婦の仕事」と取り合わない

社員も多く、協力者を得ることが難しい面もあり、必ずしもすべての部署が協力して

くれたわけではなかった。しかし、工場長が支持してくれたため、少しずつ賛同者が

増えていった。 

 現在では、5S が浸透しつつあり、必要なもの・不要なものが明確に整理され、道具な

ど全ては片づけられるようになるなど、職場環境がスムーズになったし、生産効率も

良くなったように思う。 

 また、5S 委員会は週に一度会合を行い、5S プロモーション計画を本年 7月に作成した。

また来年 6月をめどに、より規模の大きいマスタープランが策定される予定である。 

 5S は職場だけでなく、教育現場、公共の場、家でも当てはめられる素晴らしい理論だ

と思う。自分の兄は学校を経営しているが、独学で学び導入している。 

 次回は生産管理の受講もしたい。 

 授業料は類似施設と比較して、安いと思う。特に日本人専門家の実務経験を聞くのは

大変興味深く、満足している。わかりやすい授業だ。 

 パワーポイントのソフトコピーを欲しい。 

 「5S 推進」を行ったのは社内で評価され、将来的に昇進に結びつくと思う。 

 

3. 縫製工場ダオサバン社長 Ms. Sigrong THAVIXAY 

 母親による印刷業者を引きつぎ、2006 年に創業した。現在は工場長として 2,3 名の生

産部門、6名の事務員を抱えている。操業当初はミシンが 1台しかなく自前で縫製がで

きず、仲介業者として衣類を販売するだけだった。 

 ラオス国立大学の政治科学を専攻していたため、学生時代から将来は国際的に縫製業

を営みたいと思っていた。LJC の存在は以前から知っており、新聞で案内を読み応募し

た。 

 LJC を選んだのは他の機関の研修は基本的なこと以外教えないこと、ラオス人は日本製

品への信頼を持っているため。 

 マーケティング計画、生産管理を受講したが、授業は大変分かりやすく、工場の様子

をビデオ写真で示してくれ、方法を教えてくれた。これまで仲介業者としてオーダー

するだけだったが、縫製を開始するようになった。 

 これまで GTZ による縫製業に係るマネージメントコースに参加したことがあるが、日

本センターで使用したテキストと同じものを使っており、講師は以前、LJC コースを受

講した人が務めていた。 

 日本人講師は学生が理解しているかどうか、常に気にかけて講義を行っている。授業

時間外にも、惜しみなく時間を指導に割いて頂いている。また学んだことのうち、80%

はすぐに実務に活用できており、実践的な内容との評価は大変高い。 
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4. Pharmaceutical Factory No.3 社員 Mr. Khampheiu INTHAVONG 

 1986 年創業の国営の製薬会社。社員は 127 名。薬品や点滴に使用する薬品を製造して

おり、ほぼ国内市場向けの製品である。 

 管理部門職員として従業員の指導及び監督を担当している。ビジネスコースのほぼ全

てのコースを受講しており、受講した内容を活かし、コストを削減しながら生産向上、

質的向上に取り組むよう社内で努めるようになった。従業員規模が比較的大きいため、

これら取り組みを開始するにあたり、当初は社員一致で協力するという機運にはなら

なかったが、最終的には合意を得た。 

 企業訪問を受けた際に、社内の作業効率、稼動率を改善するため、若手人材に自ら発

想し、議論をすることが奨励されたが、若手人材のキャパシティビルディングにはよ

い経験となり、人材の育成に役立っている。 

 

5. Cosco Advertising Company マネージャー Ms.Souksanya KHAYKHAMPHITHOUNE 

 2007 年の創業で社員は 15 名程度。業務内容は CM、印刷、ウェブ制作、雑誌製作。社

長、マネージャークラス、受付以外はデザイナーなど。 

 LJC は新聞広告で関心を抱いた。以前から知り合いの間で、LJC はレベルが高く質が良

いと聞いたことがあった。2週間のコースを受講したが、主にマーケティングが自分の

仕事との関連性が深く、すぐに実践に移すことができた。 

 講師の教授法は受講者の関心を十二分にも引き付けるものであった。受講者の理解度

を確認しながら、授業を進めていたほか、関心を引き出すような授業を行っていた。 

 ラオスでは、タイ、ベトナムと比べての顧客のニーズを把握するという習慣がないた

め、これまではどのように顧客を探し、ニーズに訴えたらよいのか、考えたことはな

かったが、授業では目的を持って、顧客を選び、ターゲットに直接アプローチして営

業するという方法を学び、実践に移した。 

 実践の成果として、顧客を絞り込むこと、幅を広げすぎず、営業をすることに重点を

置いた。その成果として、従業員数を減少したにも関わらず、営業成績が 30%から 60%

に拡大できた。 

 同社が作成している旅行雑誌があるが、スポンサー企業が増え、20 社 50 社に増えた。
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Somchay PHETLAMPHANH ＬＪＣ副所長との面談 

2009 年 11 月 17 日（火）11:30～12:30 

場所：LJC 

先方：Somchay PHETLAMPHANH 副所長 

 当方：調査団（松下） 

松下団員より、本調査団の訪問目的を述べ、これまで 10 年間日本センターが果たしてきた

役割と成果について問うたところ、概ね以下の通り発言があった。 

 

1. 1984 年よりラオス国立大学の英語教員として勤務していたが、LJC 開設に伴いスタ

ッフ不足が問題となり、大学から任命され、2003 年に LJC 総務部の職員として勤務

するようになり、2005 年に副所長に就任した。 

2. 2008 年から相互理解交流の企画・運営に携わっている。2006 年に花園専門家が着

任して以来、相互理解交流事業は格段に増え、折り紙、フルーツカービング等、多

様な活動を行うようになり、同時に仕事の進め方に関する指導を受けられるように

なった。 

予算の面もあり、雇用できる職員数には限りがあるため、ボランティアの力を借り

活動を行っている。現在 11 名のスタッフがおり、平均年齢も 30 歳と若いので、少

しずつ文化を教え、自らボランティアを利用して事業を運営していけるよう指導し

ている。 

3. LJC 職員になる以前の日本に対するイメージは、ラオスの一般市民同様、で日本製

品の質が良いこと、日本料理はヘルシーである、という程度ものだった。LJC 職員

になって大変勤勉であることに驚き、効率的な仕事の進め方など学べることは多

い。 

4. そのため、日本料理への関心にこたえられるような事業も行っており、最も好評を

博しているイベントの一つ。 

5. LJC の知名度は学生の間では大変高く、地域でもよく知られる存在である。その理

由はラジオ番組の放送が週に一度行われることに起因していると思われ、全国レベ

ルでの知名度向上に一役買っている。その他ポスター、新聞広告、2 週間に一度ア

ップデートするウェブなど広報活動を積極的に行うよう心がけている（web は 1 年

で平均 2,000 名の視聴者）。 

6. 個人的には、ベトナム、カンボジアなどメコン流域の国々との文化交流に関心があ

る。特に人の行き来ができると、文化交流を行う必要性も高まるのではないかと思

う。 

7. 2001 年の設立当初、センターの事業費の 90%は日本側が負担していたが、2003 年～

2004 年にはビジネスコースの収入が増え、2005 年～2007 年には 50%のコストシェ

アを達成した。2010 年までにはラオス側が 60%を負担できると見込んでいる。 

8. センターの事業収入確保のため、日本の大学との相互交流プログラムの実施に重点
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を置くべきだと思っている。分野としてはエコツーリズム、環境など開発問題と相

互理解を組み合わせるとより学びの多いプログラムになるのではないか。 

9. 類似の文化施設として、フランス文化センター、インド文化センターがあり、頻繁

に文化行事を開催している。以前、フランス文化センターが折り紙教室を行って欲

しいとの依頼があり、現地職員が訪問したことがある。 
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Somphene PHANKHAM 総務部門ヘッド との面談 

2009 年 11 月 17 日（火）14:00～15:00 

場所：LJC 

先方：Somphene PHANKHAM 総務部門ヘッド

 当方：調査団（松下） 

松下団員より、本調査団の訪問目的を述べ、これまで 10 年間日本センターが果たしてきた

役割と成果について問うたところ、概ね以下の通り発言があった。 

 

1. LJC 勤務以前はラオス国立大学の英語教師をしていた。同大学からの人名により、

昨年の初めから LJC スタッフ相互理解コース担当として勤務を開始し、本年 5月に

総務部長に就任した。現在の職務内容は各コースの管理運営、セミナーやワークシ

ョップの準備など多岐にわたる。 

2. 当地一般市民は日本人へのイメージが大変良く、自分自身も LJC 勤務以前から大変

良いものであった。特に日本人と仕事をすることで、業務計画の立案方法、報告連

絡の方法などを学んだのが有益であった。 

3. 一番印象的だったのは、相互理解コース担当として着任当初、花園専門家より来年

度の事業計画を立案するよう指示を受け、それまで経験がなかったため、イメージ

すら浮かばなかったことである。現在は、LJC での約 2 年間の経験により、知識や

スキルも身に付き、それほど困難に感じることはなくなった。今後インスティテュ

ート化されることで、総務部門の役割も充実させる必要があり、職員のキャパシテ

ィ向上が重要であると思っている。 

4. 現地スタッフ間では、週に一度月曜日午前中にスタッフミーティングあり、ラオス

人所長に活動状況を報告している。 

5. LJC の知名度は学生の間で大変高く、信頼できる教育施設として、ビジネスコース

や日本語コースの質の良さは定評がある。一般市民の間の知名度としては、教育を

受けている層には知られていると思う。市民はパソコンなど日本製品などの技術レ

ベル、メンテナンスの技術との関連で日本をイメージしている。 
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インディア・ラオ起業開発センターとの面談 

2009 年 11 月 16 日（月）9:00～10:00 

場所：インディア・ラオ起業開発センター 

先方：副所長 

 当方：調査団（松下）、吉村所員 

松下団員より、本調査団の訪問目的を述べ、教育省職業訓練局の活動とビジネス人材のニ

ーズ等について問うたところ、概ね以下の通り発言があった。 

 

1. 2004 年に設立。ビエンチャンで開催された ASEAN サミットを受けて、インド・ラオ

ス間の経済交流促進を目的として設立された。インドから、アドバイザー1 名の派

遣、教材提供が行われた。ラオス側はラオス側職員の給与、建物（注：ラオス国立

大学工学部の建物の一部）の提供を行い、2005 年から 2007 年までインド政府によ

り支援が行われたが、現在は支援を一切受けていない状態。 

2. 事業の対象者及び内容は、主に以下の二つに分類される。①起業家を志す地方出身

の若年層。ビエンチャンで学びながら事業興すことを希望する学生。最低限必要な

知識として、履歴書の書き方、銀行口座の開設の仕方、銀行からの融資を受ける方

法を教えている。②学生に対する職業訓練を、5日～10 日間の期間で行い、各コー

ス 20 名程度の学生がおり、ディプロマを与えている。 

3. 現在は、インド政府からの資金提供が途絶えており、専門家の派遣も行われていな

いため、講師は全てラオス人の講師を雇用している。2004 年にラオス政府は中小企

業促進のための大統領令を公布しており、徐々に小規模なビジネス環境は改善しつ

つある。かつてのようなライセンス取得の難しさは軽減する傾向にあると思う。 

4. 最近は若年層で家具製造、工芸品の小規模ビジネスを開始することを考える者が増

えてきた。昨今は応募者が減少傾向にあるため、より若手の中小企業経営を希望す

る者に対象を絞ることを検討している。 
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Somixay TEXO 日本語部門ヘッド との面談 

2009 年 11 月 18 日（水）11:30～14:30 

場所：LJC 

先方：Somixay TEXO 日本語部門ヘッド 

 当方：調査団（松下） 

松下団員より、本調査団の訪問目的を述べ、これまで 10 年間日本センターが果たしてきた

役割と成果について問うたところ、概ね以下の通り発言があった。 

 

1. 当初、物理学の研究者として大学に在籍していたが、1998 年に岡山県の奨学金で岡

山大学に留学し半導体の研究を行った。帰国後、大学教員として大学で物理学を教

える予定であったが、マニソット氏から誘われたのがきっかけで LJC での勤務が開

始された。当時ラオス国内に日本留学経験者がラオスに少なく、C/P を探していた。

2. 2001 年から 2003 年に LJC の夜間クラスで日本語の初級から勉強し、中級をその後

10 カ月で終えた。JICA の研修で沖縄に 10 か月滞在したことがある（7ヶ月日本語、

3ヶ月日本語教授法）。2007 年国際交流基金浦和センターで 2か月研修を受けた。 

3. 現地スタッフは平均 28 歳程度。2級取得者はいない。副主任は日本で修士課程で学

んでおり、現在のスタッフ 2名は 2級を合格した。マティナは北浦和に 9月から長

期研修、ヒアラポンは日本で修士課程に在籍中。 

4. LJC 日本語コースは毎年 100 名程度の学生がおり、今年は 172 名が受講している。

受講者数はフェーズ１から徐々に減少傾向にある。現在、文学部日本語学科から数

名の学生が LJC 日本語コースで学んでいる。日本語学習者は、学習した知識と将来

の目標との関連性が薄いことが難点。初級レベルではガイドや通訳になることもで

きない。日系企業は 3級以上を求めてくる。 

5. 民間の日本語学校はビエンチャン市内に 5校（チャンペー、ティンリ、シホン、法

学部内民間コース、高校（ネップチャンセンター）。 

6. LJC はビエンチャンではよく知られた存在。ルアンプラバン（Luang Prabang）やサ

バナケット(Savannakhet)では日本人ボランティアも多く、知名度が高い。TV ニュ

ースやラジオ放送で放送されるのも全国的に知名度が広がるのに貢献している。 
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MBA コース受講者との面談 

2009 年 11 月 18 日（火）16:00～18:15 

場所：LJC 

先方：MBA コース第一期生 3名 

 当方：調査団（松下） 

松下団員より、本調査団の訪問目的を述べ、ビジネスコースから受けた印象、受講した成

果などについて問うたところ、概ね以下の通り発言があった。 

 

1. 国営企業 Elecrical Construction Installation Mr. Anousone THIPDOUANGCHAI 

 LJC を選んだのは、職場と家との帰り道で利便性があるため。コース内容はすべてとは

言えないが仕事で実践することができているので、質・レベルともに大変優れている

と感じた。企業関係者の間ではベトナムや中国の MBA を有するビジネススクールより

人気がある。 

 知識としては全てが自分にとって新しいものであった。社内で徹底すべきとみな簡単

に言うが、実際に全て取り入れることは容易ではない。 

 講義では、プロジェクトマネジメント、クオリティマネジメント、オペレーションマ

ネジメントは短すぎた。経済理論関連の講義は少し時間を取り過ぎだった。 

 LJC の MBA コースの授業料はリーズナブルな価格設定だと思う。中国ベトナムはもっと

高く設定されていると聞く。 

2. DATA Com（IT 系企業）社員 Mr. Somvang LUANGPRASEUTH 

 ラオス国立大学の技術学部出身で、卒業後家業の縫製工場に勤務していたが、従業員

の削減を行ったため、将来より高度なビジネスの知識を得て、就職するため MBA 取得

を考えた。 

 その際、中国やベトナムの MBA の情報収集をしたが、余り関心が持てるような内容で

はなかった。昔から日本に対する憧れがあり、特に日本的経営は、正確で丁寧で、シ

ステマティックな仕事をもたらすというイメージを持っていた。友人からの勧めもあ

って、LJC の MBA を受講することにした。 

 コースではトヨタ方式を学んだのが印象的だった。社内で実践しているのは、「時間管

理」で、顧客の元に赴く際には、必ず時間より早く出かけ、準備を整えるなど。これ

以外に市場調査を学んだのは初めてで、マーケティング戦略を策定したこともなかっ

た。顧客に製品を買ってもらえるよう、興味を刺激するか、考え始めた。こうした試

みで職場は少しずつだが改善しているように思う。 

 5S は ISO 取得のため必要なので、職場では必ずしも最初から賛同を得られなかったが、

時間を作り、徐々に理解をして貰えるよう努力したい。 

 アイディア、計画を策定する際、自分自身はまだ若く経験も浅いため限界もあるが、

MBA を取得し昇進したら多くの改善の提案ができると思う。より具体的な方法を提案す

るなど自ら中心になって改善することができるのが日本的経営の強みだと思う。 
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 5 年後にはコーチング、トレーニングのビジネス学校を自分で作るのが夢。 

 受講料は高額でも、元はとれている。MBA は授業の難易度に差があった。 

3. Bank of Lao 社員 Ms. Phouheuang Khamphounvong 

 多くのアジア諸国は日本を憧憬の念を持ってみており、発展のモデルと考えているの

で、以前から日本型経営に関心があり、LJC の MBA 受講を決めた。MBA コースは現在の

業務との関連性が深く、銀行員として顧客への接し方、顧客を引き付ける方法、従業

員の管理などを学ぶ必要があると考え、応募した。 

 現在、中心的に学んでいるのは、マーケティング、ファイナンス、人事、オペレーシ

ョン・マネージメントである。 

 他のビジネススクールに所属する友人からは、企業の実態に即した授業が行われてい

ないと聞いており、どう勉強に活かせばよいか分からないようだ。 

 日本・ラオスは共通点が多いが、日本の終身雇用、昇給制度は大変うらやましい。ま

た従業員の忠誠心、コミュニケーションなど、ラオスは多くを学ぶことができると思

う。従業員満足度という言葉は従業員のやる気を引き出す上で、素晴らしく、驚いた。

 今後はファイナンス、マーケティング、国際経済の講義を引き続き受講したい。 

 授業時間が遅いので８時半には終わらせるようにして欲しい。 

 将来は現在の会社でより高いポジションを目指しながら、自ら起業したいと考える。

現在はスパ経営に関心がある。 

 

ｋ 
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ラオス日本人材開発センター 日本語教育事業  
 フェーズ２最終報告  

 

 

2010 年 1 月作成 

 

生田守  （国際交流基金 日本語国際センター専任講師） 

             武田友理（     〃   日本語教育支援部 さくらネットワークチーム） 

 

 

        

１． 調査期間： 2010 年 1 月 18 日（月）～1 月 20 日（水） 

 

２． 調査者 

・生田守  （国際交流基金 日本語国際センター専任講師） 

・武田友理（     〃   日本語教育支援部 さくらネットワークチーム） 

 

３． 調査目的 

ラオス日本人材開発センター（以下 LJC）・日本語コースは、2000 年 9 月から 2005 年 8 月まで

の 5 年間を第 1 フェーズとし、2005 年 9 月より第 2 フェーズ（2005 年 9 月～2010 年 8 月）に入

っている JICA の技術協力プロジェクトの一環として、2001 年 5 月に開設された。 

第 1 フェーズにおいては、JICA が日本語教育専門家を派遣し、第 2 フェーズからは国際交流基

金（以下、「基金」）がプロジェクト協力機関として、LJC の日本語教育事業部門に日本語教育専門

家を派遣している。今回の調査の目的は、第 2 フェーズの終了を間近に控え、本プロジェクトの柱

の一つである日本語教育部門における事業の評価を実施し、その目標到達度や成果について最

終的に報告することである。 

 

４． 調査方法 

・ 2007 年からの研修実施後アンケート評価の分析 

・ 基金 日本語教育派遣専門家報告書（2005 年～2009 年）の確認 

・ LJC 日本語教育関係者（日本語教育専門家、日本語室主任、現地日本人講師、ラオス 

   人講師、ラオス人スタッフ）および受講生へのインタビュー 

・ ラオス国立大学日本語教育関係者（学科長、日本語教育専門家、ジュニア専門家、 

JENESYS 派遣講師）へのインタビュー 

・ 民間学校（チャンパ日本語学校）校長へのインタビュー 

調査概要 

４．ラオス日本人材開発センター 日本語教育事業（フェーズ２）最終報告 
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本プロジェクトの成果を以下のとおり評価する。 

 

１． ラオス日本語教育における役割 

LJC の提供する日本語教育プログラムにより、ラオス日本語学習者の増加がもたらされ、

受講生の満足度もきわめて高く、中心的な学習の場となっている。LJC において行われる

「日本語まつり」や交流活動を通して、ラオス日本文化交流の場としても中心的な役割を占め

ている。また、スピーチコンテストや日本語能力試験（以下、JLPT）を通して、学習者のインセ

ンティブを引き上げ、その質を高めている。 

 

２． 現地人講師（ノン・ネイティブ）の質向上と独立性 

LJC は目下、センターからインスティチュートへの格上げが模索されており、実現の折には、

講師の身分安定につながる可能性がある。 

現在、主任のソミサイ氏は修士論文執筆中で、モンペット氏は留学先の日本から近々戻る

予定で、マティナー氏は 3 年後に修士を取得予定と、研鑽を積んだラオス人講師が 5 年以内

にはそろってくる見込みであり、授業や講座運営において力を発揮することが期待できる。 

しかしながら、現段階では、ラオス人講師主導による講座運営は難しいといえよう。 

 

 

１． 技術移転の問題 

 

現地人講師（ノン・ネイティブ）が独立して、講座を運営していく際に必要な「技術」を「移転」する、

いわば「現地化」の問題として、中級レベル教授とコースデザイン作成の 2 点が上げられる。 

  

 初級レベルは、教材・副教材とも整い、カリキュラムも一定し、学習者数も安定してきた感がある

が、中級は端緒についたばかりで、教材もカリキュラムも指導法も不安定である。 

 さらに、中級クラス（前半）を教えられるラオス人講師は 1 名のみで、あとはすべて現地採用の日

本人講師が教えている。現地人講師が中級を教えられるようになるには、日本語力と教授能力が

必要であり、派遣専門家によれば、この点においては、JLPT1 級取得や、修士号取得のラオス人

講師がそろうには 5 年待たねばならないと言うことである。 

 

 コースデザイン作成、つまりカリキュラムやシラバスを作成しコースを運営していく能力を持つラ

オス人講師はまだいないということで、この点は「現地化」にはさらに深刻な問題である。 

 日本語講師室の主任はソミサイ氏であるが、現在、修士論文の執筆で執務時間が十分にとれ

成果 

課題と提言 
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ず、派遣専門家から研修を受ける機会がなくなっている。また、コース運営は日本人の先生にや

ってもらいたいという意識もあり、技術移転はうまく行っていない。 

 

２．基金専門家派遣終了に対する不安 

 

 LJC がようやくラオスの日本語教育において中心的な役割を占めるようになったところで、基金

からの専門家派遣を終了するのは、今後の発展にとって、阻害要因になるという危惧が LJC より

聞かれた。 

 これは主に「技術移転」の課題についてであり、現段階で不確定要素の多いシニア・ボランティ

アに頼るには不安要素があり、引き続き専門家に講座運営と現地講師への指導が必要であると

の意見であった。 

 

 もう一つの問題は、JLPT の開催についてである。現在基金はラオス国立大学へ専門家を送っ

ていることから、LJC から専門家が引き上げた後は、実施機関は大学に移行しなければならず、

準備業務などで実施が難しくなるとの意見があった。 

 

4. 提言 

 

① 前項 3 のように、専門家派遣終了に際しては不安事項もあるが、「技術移転」と言うものは、

「教える」「学ぶ」の関係においてでなければ成立しにくい。現在のように、派遣専門家と主任がカ

ウンターパートという対等な関係にあり、そして「現地化」がラオス人講師主導であるべき以上（基

金が後押し）、円滑な「移転」は難しいだろう。従来 LJC で週 1 度、教師のための講座を開いたり、

ｵﾝ･ｻﾞ･ｼﾞｮﾌﾞ･ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞという形で「移転」を試みても、特別に「研修」という場を取り分けない限り、

授業の方法やコースデザインの方法を「教える」ことはできない。 

 ゆえに、現在と同じ条件で基金から専門家を派遣する意義は小さいと言わざるを得ない。これは

決して努力の問題ではなく、教育を「技術」と見た場合、その「移転」に関しては繊細な問題が並立

すると言うことである。これは教育が、理念的・哲学的な面と技術的な面の両面を持つところから

来ているのだろう。 

 

②今後の LJC への基金のサポートとしては、ラオス人講師の訪日研修への参加などを通じた、教

授法知識および日本語力向上のための研修への参加を支援することなどが考えられる。 

 大切なのはラオス人講師の「意識」である。自分たちでやろうという思いがないところにはどんな

支援も成果を見ない。支援する側も「代わりにやってあげられないこと」を見究めていくことだと思

う。 

 

③基金派遣専門家終了後の日本語コース運営の現地化を促進するためには、ラオス人講師の
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「意識」の育成が最重要であり、フェーズ２終了までの残り半年間にラオス人講師が主体的に日本

語コース運営に関与するよう LJC の中で働きかけていく必要がある。 

 

④フェーズ 2 終了後、中級コースを実施するのであれば、ラオス人講師が JLPT1 級もしくは修士

号取得に達するまで 5 年間程度 SV 派遣及び現地採用の日本人講師の確保が望まれる。 

 

⑤基金派遣専門家終了後の実施体制が不安視されている JLPT については、単に実施機関を

LJC からラオス国立大学に移行するのみならず、LJC、ラオス国立大学、在ラオス日本大使館等

の日本語教育関係機関が協力して、実行委員会を設置する方法も検討に値すると考える。いず

れにしても、ラオスにおける JLPT の継続を LJC 及び関係機関が希望するのであれば、関係機関

間での現実的な対応の協議を早急に行うことを提言する。 

 

以上 
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